
令和５年度 栃木地方最低賃金審議会 

栃木県特定最低賃金（第 １ 回）専門部会  共通資料目録 

 

 

 

Ⅰ 労働経済関係指標 

Ⅰ－１ 管内経済情勢報告（令和５年７月）〔財務省関東財務局〕  ・・・・・・・・  １ 

 Ⅰ－２ 栃木県の経済情勢報告（令和５年７月）〔宇都宮財務事務所〕  ・・・・・・  13 

 Ⅰ－３ あしぎん経済概況（2023年８月号）〔（株）あしぎん総合研究所〕  ・・・・  21 

 Ⅰ－４ 栃木県鉱工業指数（令和５年６月）〔栃木県統計課〕  ・・・・・・・・・・  31 

 Ⅰ－５ 栃木県の賃金、労働時間及び雇用の動き  

－毎月勤労統計調査地方調査結果－（令和５年６月）〔栃木県統計課〕 ・・・  49 

Ⅰ－６ 消費者物価指数（令和２年基準）〔栃木県〕 

    表１ 総合、生鮮食品を除く総合、生鮮食品及びエネルギーを除く総合、 

食品（酒類を除く）及びエネルギーを除く総合の前月比及び 

前年同月比（2023年７月：宇都宮市）   ・・・・・・・・・・・・・・  67 

    表２ 10大費目指数（2023年７月：宇都宮市）   ・・・・・・・・・・・・・  68 

    表３ 中分類指数（2023年７月：宇都宮市）   ・・・・・・・・・・・・・・  69 

    表４ 中分類指数・年平均（2022年平均：宇都宮市）    ・・・・・・・・・  70 

Ⅰ－７ 最近の雇用失業状況・職業紹介状況（令和５年７月分）〔栃木労働局職業安定課〕 

・・・・・  71 

 Ⅰ－８ 主要経済指標の動き（令和５年９月報）「令和５年６月のデータを中心に」 

〔栃木県統計課〕                       ・・・・・  73 

 

Ⅱ 審議参考資料 

Ⅱ－１ 栃木県特定最低賃金専門部会運営規程   ・・・・・・・・・・・・・・・・  87 

 Ⅱ－２ 令和５年度 栃木県特定最低賃金 改正決定申出一覧     ・・・・・・・・  89 

Ⅱ－３ 令和５年度 栃木県特定最低賃金の改正決定に係る審議経過     ・・・・・・  91 

 Ⅱ－４ 令和４年度 栃木地方最低賃金審議会等開催状況、諮問及び発効日の状況  ・・   93 

 Ⅱ－５ 栃木県における最低賃金の推移   ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・   95 

 Ⅱ－６ 栃木県の特定最低賃金 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・   97 

 

Ⅲ 最低賃金に関する基礎調査結果 

 Ⅲ－１ 現行最低賃金と令和５年度最低賃金に関する基礎調査結果（特性値）    ・・  109 

 Ⅲ－２ （参考）分位数・未満率・影響率・加重平均   ・・・・・・・・・・・・・  111 



 

 

 

 

 

 

管内経済情勢報告 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和５年７月２６日 

財務省関東財務 局 

 

 

 

お問い合わせ先 

関東財務局総務部経済調査課 

電話番号 ０４８－６００－１１６１ 

 

1

sakuraiyr
フリーテキスト
資料No.Ⅰ―１



 

- 1 - 

 

１．総論 

【総括判断】「管内経済は、持ち直している」 

項 目 前回（５年４月判断） 今回（５年７月判断） 
前回 
比較 

総括判断 

物価上昇や供給面での制約の影響が
みられるものの、緩やかに持ち直し
ている 

持ち直している 
 

（注）５年７月判断は、前回４月判断以降、足下の状況までを含めた期間で判断している。 

（判断の要点） 

個人消費は、物価上昇の影響がみられるものの、百貨店販売額、スーパー販売額、コンビニエンスストア販
売額などが前年を上回っているほか、宿泊や飲食サービスなどは持ち直しており、持ち直している。生産活動

は、化学などが減少しているものの、輸送機械、生産用機械などが増加しており、一進一退の状況にある。雇
用情勢は、改善しつつある。 

 

【各項目の判断】 

項 目 前回（５年４月判断） 今回（５年７月判断） 
前回 
比較 

 

個人消費 
物価上昇の影響がみられるものの、緩やかに持
ち直している 

物価上昇の影響がみられるものの、持ち直して
いる  

生産活動 弱含んでいる 一進一退の状況にある 
 

雇用情勢 改善しつつある 改善しつつある  
 

設備投資 
４年度は増加見込みとなっている（全規模・全
産業ベース） 

５年度は増加見込みとなっている（全規模・全
産業ベース）  

企業収益 
４年度は増益見込みとなっている（全規模ベー
ス） 

５年度は減益見込みとなっている（全規模ベー
ス）  

企業の 

景況感 

「下降」超となっている（全規模・全産業ベー

ス） 

「下降」超となっている（全規模・全産業ベー

ス）  

住宅建設 前年を下回っている 前年を上回っている 
 

公共事業 前年を上回っている 前年を上回っている 
 

輸出 前年を上回っている 前年を下回っている 
 

 

【先行き】 

先行きについては、雇用・所得環境が改善する下で、各種政策の効果もあって、景気が持ち直していくこと

が期待される。ただし、世界的な金融引締め等が続く中、海外景気の下振れが景気を下押しするリスクとなっ

ている。また、物価上昇、金融資本市場の変動等の影響に十分注意する必要がある。 
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２．各論 

◼ 個人消費 「物価上昇の影響がみられるものの、持ち直している」 

百貨店販売額、スーパー販売額、コンビニエンスストア販売額、ドラッグストア販売額、ホームセンター販
売額は前年を上回っている。家電販売額は前年を下回っている。乗用車の新車登録届出台数は、普通車、小型
車、軽乗用車いずれも前年を上回っている。 
宿泊や飲食サービスなどは、持ち直している。 
このように個人消費は、持ち直している。 

（主なヒアリング結果） 

➢ 宝飾品などを中心に富裕層の消費が堅調であるほか、コロナからの回復に伴う外出機会の増加により化粧品、婦人服の販売が好
調となっており、売上高は前年を上回っている。（百貨店、大企業） 

➢ 客数が前年並みである中、物価上昇により客単価が上昇しているため売上高は増加している。物価上昇による消費マインド低下
の影響はみられるものの、消費者が値上げに慣れたためか、買い控えの傾向は薄れている。（スーパー、中堅企業） 

➢ 経済活動の活発化に伴う人流回復により、おにぎり、サンドイッチ、飲料等の販売が好調であるほか、観光地を中心に客数が伸
びており、売上は増加している。（コンビニエンスストア、大企業） 

➢ マスクやアルコール消毒液の販売は落ち着いてきたものの、人流回復により都心店舗の客数が増えているほか、インバウンドが
回復傾向にあることから、売上は好調に推移している。（ドラッグストア、大企業） 

➢ 半導体不足は完全に解消してはいないものの、完成車メーカーからの車両供給数は回復していることから、売上は増加している。
（自動車販売、中小企業） 

➢ 国内旅行は引き続き底堅い動きとなっているほか、コロナ5類移行を契機に海外旅行の問合せも増加しており、旅行取扱高は増
加している。また、60代以上の旅行予約も増えており、コロナ前に戻りつつある。（旅行、中堅企業） 

➢ コロナからの回復に伴い国内旅行者が増えている。なお、円安効果もあってインバウンドが増加しており、外国人宿泊者数の割
合はコロナ前の水準まで回復している。（宿泊、大企業） 

➢ 宴会需要の回復に加え、食材価格高騰を踏まえたメニュー変更により客単価が上昇したことから、売上は増加している。（飲食サ
ービス、中小企業） 

◼ 生産活動 「一進一退の状況にある」 

生産を業種別にみると、化学などが減少しているものの、輸送機械、生産用機械などが増加しており、全体
としては、一進一退の状況にある。 
➢ 世界的なスマートフォンの販売低迷を受け、スマートフォン向けの電子部品材料の生産が弱含んでいる。（化学、中小企業） 
➢ 国内外の受注が好調である中、前期に比べて車載半導体不足は解消しつつあることから、生産量はコロナ前の水準まで回復して
いる。（輸送機械、大企業） 

➢ メモリ半導体の需給は悪化しているものの、パワー半導体やアナログ半導体の需要は引き続き堅調であることから、半導体製造
装置の販売計画は前年を上回るものとしており、足下の生産は増加している。（生産用機械、大企業） 

なお、非製造業では、リース業の取扱高、情報サービス業及び広告業の売上高いずれも前年を上回っている。 

◼ 雇用情勢 「改善しつつある」 

有効求人倍率、完全失業率が横ばいで推移するなか、新規求人数は増加している。このように雇用情勢は、

改善しつつある。 

➢ コロナからの回復に伴い生産が増加する中、工場の従業員確保が課題となっているため、時給の引上げに加え、短時間でも働け
るシフトを設けるなど他社との差別化を図っている。（製造業、中堅企業） 

➢ 飲食サービスなどは引き続き人手不足の状況が続いている一方、製造業や建設業などの一部企業では、光熱費等のコスト上昇に
よる経営環境の悪化に伴い、求人を控える動きがみられている。（行政機関） 

◼ 設備投資 「５年度は増加見込みとなっている」（全規模・全産業）「法人企業景気予測調査」５年４－６月期 
○ 製造業では、はん用機械で減少見込みとなっているものの、自動車・同附属品、非鉄金属などで増加見込みとな
っていることから、全体では増加見込みとなっている。 

○ 非製造業では、卸売業などで減少見込みとなっているものの、運輸業、郵便業、金融業、保険業などで増加見込
みとなっていることから、全体では増加見込みとなっている。 

➢ カーボンニュートラルに向けた次世代エンジンの開発のため、新工場を建設する計画。（自動車・同附属品、大企業） 
➢  半導体等の部品不足の解消により、後ろ倒しとなっていたホームドア設置等の安全対策投資や、車両のリニューアル投資を実施。
（陸運、大企業） 

◼ 企業収益 「５年度は減益見込みとなっている」（全規模）「法人企業景気予測調査」５年４－６月期 
○ 製造業では、窯業・土石などで増益見込みとなっているものの、情報通信機械などで減益見込みとなっているこ
とから、全体では減益見込みとなっている。 

○ 非製造業では、建設業などで増益見込みとなっているものの、学術研究、専門・技術サービス業などで減益見込
みとなっていることから、全体では減益見込みとなっている。 
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◼ 企業の景況感 「『下降』超となっている」（全規模・全産業）「法人企業景気予測調査」５年４－６月期 
○ 大企業、中堅企業は「上昇」超に転じ、中小企業は「下降」超幅が縮小している。 

先行きについては、全規模・全産業ベースで５年７～９月期に「上昇」超に転じる見通しとなっている。 

◼ 住宅建設 「前年を上回っている」 

○ 新設住宅着工戸数をみると、持家は前年を下回っているものの、貸家、分譲住宅は前年を上回っており、全体として前
年を上回っている。 

➢ 資材価格高騰の影響により注文住宅の販売価格は上昇しており、高付加価値提案を行っているものの受注は前年を下回っている。
（建設、大企業） 

➢ コロナ禍以降、戸建て分譲の需要は好調を維持しており、住宅価格の先高観を踏まえ、今のうちに購入しようとする顧客により
販売は好調となっている。（不動産、大企業） 

◼ 公共事業 「前年を上回っている」 

○ 前払金保証請負金額をみると、独立行政法人等、市区町村は前年を下回っているものの、国、都県が前年を上回ってお
り、全体として前年を上回っている。 

◼ 輸出 「前年を下回っている」 

○ 通関実績（円ベース、東京税関と横浜税関の合計額）でみると、輸出は前年を下回っている。 
なお、輸入も前年を下回っている。 

◼ 倒産 「件数は前年を上回っているものの、負債総額は前年を下回っている」 

３．各都県の総括判断 

 

 前回（５年４月判断） 今回（５年７月判断） 
前回 
比較 

総括判断の要点 

埼玉県 
物価上昇や供給面での制約の影響
がみられるものの、緩やかに持ち
直している 

持ち直している 
 

個人消費は、物価上昇の影響がみられるものの、
持ち直している。生産活動は、一進一退の状況に
ある。雇用情勢は、持ち直しつつある。 

千葉県 
一部に弱さがみられるものの、緩
やかに持ち直している 

一部に弱さがみられるものの、持
ち直している  

個人消費は、持ち直している。生産活動は、弱含
んでいる。雇用情勢は、持ち直している。 

東京都 緩やかに持ち直している 緩やかに回復しつつある 
 

個人消費及び産業活動は、緩やかに回復しつつあ
る。雇用情勢は、緩やかに改善している。 

神奈川県 
一部に弱さがみられるものの、持
ち直している 

緩やかに回復しつつある 
 

個人消費は、物価上昇の影響はみられるものの、
緩やかに回復しつつある。生産活動は、持ち直し
つつある。雇用情勢は、持ち直している。 

茨城県 緩やかに持ち直している 持ち直している 
 

雇用情勢は持ち直しの動きに一服感がみられる
が、生産活動は緩やかに持ち直しつつあり、個人
消費は持ち直している。 

栃木県 
供給面での制約の影響が残るもの
の、持ち直しつつある 

緩やかに持ち直している 
 

個人消費は、持ち直している。生産活動は、持ち
直しつつある。雇用情勢は、緩やかに持ち直して
いる。 

群馬県 
供給面での制約の影響がみられ、
持ち直しに向けたテンポが緩やか
になっている 

緩やかに持ち直しつつある 
 

個人消費は、持ち直している。生産活動は、持ち
直している。雇用情勢は、足踏みの状況にある。 

新潟県 緩やかに持ち直している 持ち直している 
 

個人消費は、持ち直している。生産活動は、緩や
かに持ち直しつつある。雇用情勢は、改善しつつ
ある。 

山梨県 
一部に弱さがみられるものの、持
ち直している 

一部に弱さがみられるものの、持 
ち直している  

個人消費は、持ち直している。生産活動は、弱含
んでいる。雇用情勢は、持ち直している。 

長野県 緩やかに持ち直している 緩やかに持ち直している 
 

個人消費は、持ち直している。生産活動は、持ち
直しの動きに一服感がみられる。雇用情勢は、改
善に向けた動きに一服感がみられる。 
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※掲載した経済指標等については速報値を含む。 

※資料中の「管内」とは関東財務局が管轄する 1都 9県を示す。 

5



［グラフ１］

（注）　全店ベース。関東には、静岡県を含む。 「商業動態統計」（経済産業省）を加工

１．個人消費 物価上昇の影響がみられるものの、持ち直している

（注）　全店ベース。関東には、静岡県を含む。

（注）　全店ベース。関東には、静岡県を含む。

［グラフ２］

「商業動態統計」（経済産業省）を加工

「商業動態統計」（経済産業省）を加工
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「新車販売台数」（日本自動車販売協会連合会、全国軽自動車協会連合会）を加工

［グラフ５］

［グラフ４］

［グラフ６］

［グラフ７］

（注）　全店ベース。関東には、静岡県を含む。

（注）　全店ベース。関東には、静岡県を含む。

（注）　全店ベース。関東には、静岡県を含む。 「商業動態統計」（経済産業省）を加工

「商業動態統計」（経済産業省）を加工

「商業動態統計」（経済産業省）を加工
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（注）　関東には、静岡県を含む。 「鉱工業指数」（関東経済産業局）を加工

［グラフ１０］

（注）　パートを含む。

　　　　「食料品・たばこ」は、直近月の指数（速報値）が公表されていないため、直近四半期の平均値を算出しない。

「一般職業紹介状況」（厚生労働省）を加工

３．雇用情勢
改善しつつある

２．生産活動
一進一退の状況にある

［グラフ８］

［グラフ９］

（注）　関東には、静岡県を含む。 「鉱工業指数」（関東経済産業局、経済産業省）を加工
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 「法人企業景気予測調査（令和5年4～6月期調査）」（関東財務局）

［グラフ１４］

４．設備投資 ５年度は増加見込みとなっている（全規模・全産業ベース）

５年度は減益見込みとなっている（全規模ベース）５．企業収益

［グラフ１３］

 「法人企業景気予測調査（令和5年4～6月期調査）」（関東財務局）

［グラフ１２］

（注）　パートを含む。四半期の値は月当たりの平均。

［グラフ１１］

（注）　南関東…埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県 「労働力調査」（総務省）を加工

「一般職業紹介状況」（厚生労働省）を加工
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「公共事業前払金保証統計」（北海道建設業信用保証株式会社、東日本建設業保証株式会社、西日本建設業保証株式会社）を加工

「下降」超となっている（全規模・全産業ベース）

［グラフ１７］

７．住宅建設

８．公共事業

［グラフ１６］

６．企業の景況感

［グラフ１５］

前年を上回っている

前年を上回っている

「住宅着工統計」（国土交通省）を加工

「法人企業景気予測調査（令和5年4～6月期調査）」（関東財務局）
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「全国企業倒産状況」（株式会社東京商工リサーチ）を加工

前年を下回っている　

［グラフ２０］

１０．企業倒産

［グラフ１９］

９．輸出

「貿易統計」（東京税関、横浜税関）を加工

［グラフ１８］

件数は前年を上回っているものの、負債総額は前年を下回っている

「全国企業倒産状況」（株式会社東京商工リサーチ）を加工
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- 1 - 

１．総論  

【総括判断】「県内経済は、緩やかに持ち直している」 

 

項 目 前回（５年４月判断） 今回（５年７月判断） 
前回 
比較 

総括判断 
供給面での制約の影響が残るも
のの、持ち直しつつある 緩やかに持ち直している 

 

（注）５年７月判断は、前回４月判断以降、足下の状況までを含めた期間で判断している。 

（判断の要点） 

 個人消費は、持ち直している。生産活動は、持ち直しつつある。雇用情勢は、緩やかに持ち直している。 

【各項目の判断】 

項 目 前回（５年４月判断） 今回（５年７月判断） 
前回 
比較 

個人消費 緩やかに持ち直している 持ち直している 
 

生産活動 
供給面での制約の影響が残る中、持ち直しに
向けた動きに一服感がみられる 

持ち直しつつある 
 

雇用情勢 緩やかに持ち直している 緩やかに持ち直している 
 

設備投資 ４年度は増加見込みとなっている ５年度は減少見込みとなっている 
 

企業収益 ４年度は増益見込みとなっている ５年度は減益見込みとなっている 
 

企業の 

景況感 
「下降」超となっている 「下降」超となっている 

 

住宅建設 前年を上回っている 前年を上回っている 
 

公共事業 前年を上回っている 前年を上回っている 
 

【先行き】 

 先行きについては、雇用・所得環境が改善する下で、各種政策の効果もあって、緩やかに持ち直してい

くことが期待される。ただし、世界的な金融引締め等が続く中、海外景気の下振れが我が国の景気を下押
しするリスクとなっている。また、物価上昇、金融資本市場の変動等の影響に十分注意する必要がある。 

 

２．各論 
◼ 個人消費 「持ち直している」 
家電大型専門店販売額などは前年を下回っているものの、百貨店・スーパー販売額や乗用車新車登録届出台数な

どは前年を上回っている。また、宿泊や飲食サービスについては持ち直している。このように、個人消費は持ち直
している。 
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- 2 - 

（主なヒアリング結果） 

➢ コロナ禍による行動制約がなくなったため外出は増えているが、モノ消費よりもコト消費に関心が向けられている傾向に
あり、売上高は前年並み。（百貨店） 

➢ 物価上昇により買上点数が減少している一方、節約志向の高まりにより外食回数が減っているためか総菜の売上が追い風
となっている。（スーパー）  

➢ 昨年までは半導体不足による品薄状態で顧客は商品があれば購入するケースが多かったが、足下で半導体不足が緩和し商
品在庫が増えたことからより安い商品を購入するケースが増えており、利益率が低下している。（家電量販店） 

➢ 半導体不足の緩和によるメーカーからの供給量増に伴い売上高も増加している。（自動車販売） 
➢ 一部商品で値上げを実施したものの、特段客数の減少はなく、顧客の値上げ許容度が高まっているように感じる。（飲食） 

◼ 生産活動 「持ち直しつつある」  

 鉱工業生産指数を業種別にみると、業務用機械が低下している一方、輸送機械や生産用機械などが上昇している

など、持ち直しつつある。  

➢ ＦＰＤ露光装置は、投資の端境期であり昨年、一昨年と比べると落ち込んでいる。（業務用機械） 
➢ 半導体供給量が改善していることから、生産台数は増加しており、順調に回復している。（輸送機械） 
➢ 大手コンビニなど大きな小売業者が、自ら菓子等製品を製造販売する動きもあり、設備投資意欲は旺盛である。（生産用
機械） 

 

◼ 雇用情勢 「緩やかに持ち直している」  

 有効求人倍率、新規求人数ともに底堅く推移しており、雇用情勢は、緩やかに持ち直している。 

➢ 半導体不足の緩和等による生産量の増加に伴い人員不足となったことから非正規社員を増やしているが、技術を持ってい

る者の採用は難しい状況。（製造業） 
➢ 他業種との人材の取り合いとなっており、内定を出しても最終的に他業種へ行ってしまうことが多い。（飲食） 
➢ 60代以上については新聞のチラシの効果で集まっていたが、若年層に関しては募集をかけても集まらない状況。（小売業） 

◼ 設備投資 「５年度は減少見込みとなっている」（全規模・全産業）「法人企業景気予測調査」5年4～6月期 

 ○ ５年度の設備投資計画額をみると、製造業では前年比2.5％、非製造業では同20.4％の減少見込みとなって 

おり、全産業では同9.8％の減少見込みとなっている。 

◼ 企業収益 「５年度は減益見込みとなっている」（全規模）「法人企業景気予測調査」5年4～6月期 

 ○ ５年度の経常利益（除く「電気・ガス・水道業」、「金融業、保険業」）をみると、製造業では前年比 12.6％、

非製造業では同8.6％の減益見込みとなっており、全体では同11.3％の減益見込みとなっている。 

◼ 企業の景況感 「『下降』超となっている」（全規模・全産業）「法人企業景気予測調査」5年4～6月期 
 ○ 企業の景況判断 BSI を現状判断についてみると、全規模・全産業で「下降」超となっている。なお、先行き

について、全規模・全産業でみると、5年7～9月期に「上昇」超に転じる見通しとなっている。 

◼ 住宅建設 「前年を上回っている」  

 ○ 新設住宅着工戸数をみると、貸家は前年を下回っているものの、分譲住宅、持家は前年を上回っており、全

体として前年を上回っている。  

◼ 公共事業 「前年を上回っている」 

 ○ 前払金保証請負金額をみると、国、県、市町はいずれも前年を上回っており、全体としても前年を上回って

いる。 

◼ 企業倒産 「件数は前年を上回っているものの、負債総額は前年を下回っている」 
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持ち直している

［グラフ４］

出典 ： 「商業動態統計」(経済産業省)を加工　※全店ベース

１．個人消費

［グラフ３］

出典 ： 「商業動態統計」(経済産業省)を加工　※全店ベース

出典 ： 「商業動態統計」(経済産業省)を加工　※全店ベース

［グラフ２］

［グラフ１］

出典 ： 「商業動態統計」(経済産業省)を加工　※全店ベース
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出典 ： 「栃木県鉱工業指数」(栃木県)を加工

［グラフ７］

出典 ： 「栃木県鉱工業指数」(栃木県)を加工

２．生産活動

［グラフ８］

持ち直しつつある

［グラフ５］

［グラフ６］

出典 ： 「商業動態統計」(経済産業省)を加工　※全店ベース

出典 ： 「新車登録台数」((一社)日本自動車販売協会連合会)を加工、「軽四輪車県別新車販売台数」((一社)全国軽自動車協会連合会)を加工
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出典 ： 「法人企業景気予測調査(令和5年4～6月期)栃木県分」(宇都宮財務事務所)

３．雇用情勢

５．企業収益

出典 ： 「法人企業景気予測調査(令和5年4～6月期)栃木県分」(宇都宮財務事務所)

出典 ： 「一般職業紹介状況(職業安定業務統計)」(厚生労働省)を加工　※新規学卒者を除きパートタイムを含む

出典 ： 「一般職業紹介状況(職業安定業務統計)」(厚生労働省)を加工　※新規学卒者を除きパートタイムを含む

［グラフ11］

緩やかに持ち直している

［グラフ12］

４．設備投資

［グラフ９］

［グラフ10］

5年度は減少見込みとなっている

5年度は減益見込みとなっている
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［グラフ14］

出典 ： 「法人企業景気予測調査(令和5年4～6月期)栃木県分」(宇都宮財務事務所)

６．企業の景況感

７．住宅建設

［グラフ13］

「下降」超となっている

前年を上回っている

出典 ： 「公共工事前払金保証統計」(北海道建設業信用保証㈱、東日本建設業保証㈱、西日本建設業保証㈱)を加工
（注）令和4年12月の「国」の前年比は、計算不能な数値のため、集計外としている。

９．企業倒産

出典 ： 「栃木県内企業倒産整理状況」(㈱東京商工リサーチ 宇都宮支店)を加工

出典 ： 「住宅着工統計」(国土交通省)を加工

８．公共事業

［グラフ15］

前年を上回っている

件数は前年を上回っているものの、負債総額は前年を下回っている
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㈱あしぎん総合研究所 

あしぎん経済概況 2023 年 8 月号 

1 

 

■総括判断 

（注） 2023年8月上旬に入手可能なデータを基に作成（6月データ基準）。

景気の基調判断は以下の７段階で評価している。

景気が悪い 景気が良い

変更なし

変更なし

変更なし

前月の
基調判断
との比較

雇用情勢

緩やかな回復

宿泊や飲食などサービス業の新規求人数が増加している。企業の人手不
足感も高まっているなど、全体として雇用環境は改善している。

設備投資

横ばい圏の動き

23年7-9月期の設備投資実施企業割合は前年比で横ばいとなった。
外需の減速や人材獲得に向けた賃上げ等による企業収益の悪化などを通
じた設備投資の下振れには注意を要する。

公共投資

住宅投資は弱含みの動きが続いている。資材価格の上昇を受けた住宅販
売価格の上昇に加え、物価上昇による家計の負担感の増加等が住宅の購
入意欲に影響を与えている。

前月の
基調判断
との比較

変更なし

1段階上げ

変更なし

変更なし

弱い動き 弱含みの動き 横ばい圏の動き 持ち直しの動き 緩やかな回復

栃木県の基調判断

・県内経済は「持ち直しの動き」である。
・個人消費が堅調であるほか、自動車生産の回復により、生産が持ち直している。
・消費者物価も上昇が続いており、消費者の節約志向を高める懸念がある。

力強い回復極めて弱い

生産活動

持ち直しの動き

生産指数は2カ月連続で上昇した。半導体の供給改善によって自動車等の
業種で生産の回復が続いている。

持ち直しの動き

横ばい圏の動き

前年度に弱含んでいた公共投資請負金額は足下で前年を上回って推移し
ている。なお、令和5年度の栃木県の公共投資関連予算（当初予算額）は、
前年並みとなっている。

個人消費

緩やかな回復

小売業販売額は3カ月ぶりに前年を下回った。家電大型専門店を除く小売
業販売額は18カ月連続で前年を上回っており、個人消費は緩やかに回復
している。

住宅投資

弱含みの動き
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㈱あしぎん総合研究所 

あしぎん経済概況 2023 年 8 月号 

2 

 

■栃木県の生産活動―持ち直しの動き 

 5 月の鉱工業生産指数は、前月比＋2.8pt の 96.2 と 2 カ月連続で上昇した。 

 半導体の供給改善によって、自動車等の業種で生産の回復が続いている。 

 在庫指数は4カ月連続で上昇し、前月比＋1.4ptの150.3となった。「業務用機械」

や「電子部品・デバイス」など一部の業種では、外需の減少が在庫指数の上昇に

影響している可能性がある。 

【図表１】 
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生産指数 在庫指数

＜鉱工業指数＞（季節調整値、2015年=100）

（資料） 栃木県統計課  

 ウェイト上位 5 業種の生産指数を見ると、「プラスチック」（前月比±0pt）以外の 4

業種、「食料品・たばこ」（同＋12.0pt）、「輸送機械」（同＋13.9pt）、「電気機械」

（同＋0.4pt）、「化学」※1（同＋20.7pt）が上昇した。 

※1：「化学」に含まれる医薬品では、月ごとに単価の異なる品目が生産される傾向にあることから、月次の変動が大きくなりやすい。 

【図表２】 

107.1 

85.7 
89.7 

84.2 

164.2 

0

40

80

120

160

200

21/05 21/08 21/11 22/02 22/05 22/08 22/11 23/02 23/05

食料品・たばこ 輸送機械 電気機械 プラスチック 化学

（資料）栃木県統計課

（季節調整値、2015年=100） ＜ウェイト上位5業種の生産指数＞
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㈱あしぎん総合研究所 

あしぎん経済概況 2023 年 8 月号 

3 

 

■栃木県の個人消費―緩やかな回復 

 6 月の小売業販売額※2 は、前年比▲0.5％と 3 カ月ぶりに前年を下回った。 

 業態別にみると、「家電大型専門店」は前年比▲20.3％と 9 カ月連続で前年を下

回っており、全体を下押ししている。昨年、一部の家電大型専門店で大規模な販

売促進イベントが行われていたため、その反動が出ている可能性がある。 

 なお、家電大型専門店を除く小売業販売額は、前年比＋2.9％と 18 カ月連続で前

年を上回っている。 
※2：小売業販売額は、百貨店・スーパー、コンビニエンスストア、家電大型専門店、ドラッグストア、ホームセンターの売上合計から作成。 

【図表３】 

▲ 0.5

2.9
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21/06 21/09 21/12 22/03 22/06 22/09 22/12 23/03 23/06

小売業販売額

参考（家電大型専門店除く）

（資料）経済産業省「商業動態統計調査」より当社作成

＜小売業販売額＞（前年比％）

業態
2023年6月

(前年比％)

百貨店・スーパー 2.8

コンビニエンスストア 1.3

家電大型専門店 ▲ 20.3

ドラッグストア 8.7

ホームセンター ▲ 5.4

【参考】業態別の小売業販売額

 

 

 乗用車の新車登録・届出台数の動向をみると、3 カ月後方移動平均値※3（23 年 4

月～6 月の平均）が、前年比＋25.1％と 10 カ月連続で前年を上回った。 

※3：3カ月後方移動平均値は、当月値を含む過去3カ月分の平均値である。乗用車新車登録・届出台数は単月の変化が大きいことから、基

調の変化を把握しにくい。そのため、3カ月後方移動平均値により月々の動きをならすことにより、基調の変化が読み取りやすくなる。 

【図表４】 
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（前年比％) ＜乗用車新車登録・届出台数（3カ月後方移動平均前年比）＞

軽乗用車

登録車

乗用車新車登録・届出台数前年比

（資料）自販連栃木県支部、栃木県軽自動車協会データより当社作成

（注）3カ月後方移動平均の前年比・寄与度

（寄与度pt）

【参考】乗用車新車登録台数単月の動き
（単位：％） 23年4月 5月 6月
登録車 31.4 37.3 34.5
軽乗用 ▲ 3.3 18.2 15.2

合計 17.7 30.3 27.8
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㈱あしぎん総合研究所 

あしぎん経済概況 2023 年 8 月号 

4 

 

■栃木県の住宅投資―弱含みの動き 

 新設住宅着工戸数の動向をみると、弱含みの動きが継続している。着工戸数の推

移を 3 カ月後方移動平均値（23 年 4 月～6 月の平均）でみると、前年比▲0.4％と 7

カ月連続で前年を下回った（図表 5）。 

 資材価格の上昇を受けた住宅販売価格の上昇に加え、物価上昇による家計の負

担感の増加等が、住宅の購入意欲に影響を与えている。 
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＜新設住宅着工戸数（3カ月後方移動平均前年比）＞

給与 分譲 貸家 持家 新設住宅着工戸数

（前年比％)

（注）3カ月後方移動平均の前年比・寄与度

（資料）国土交通省「建築着工統計調査」より当社作成

（寄与度pt)

23年4月 23年5月 23年6月
戸数 804 1,054 828

前年比（％） ▲ 10.6 14.8 ▲ 6.0

【参考】新設住宅着工戸数単月の動き

 

■栃木県の設備投資―横ばい圏の動き 

 7 月に実施した「あしぎん景況調査」における、県内企業の 23 年 7-9 月期の設備投

資実施企業割合（見込み）は、製造業が前年比＋0.2pt、非製造業が同＋0.7pt と横

ばい圏で推移する見通し。 

 製造業は、生産活動の回復による設備投資の増加が期待されるが、外需の減速等

による投資マインドの下振れには注意を要する。 

 非製造業は、人材獲得に向けた賃上げによる企業収益の悪化等が懸念されており、

設備投資の下振れに留意する必要がある。 

▲ 2.1

0.2
▲ 3.0

0.7

▲ 20

▲ 10

0

10

製造業 非製造業

（資料）あしぎん総合研究所「第201回あしぎん景況調査」

＜設備投資実施企業割合の推移＞(前年比、pt)

 

【図表５】 

【図表６】 
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㈱あしぎん総合研究所 

あしぎん経済概況 2023 年 8 月号 

5 

 

■栃木県の公共投資―横ばい圏の動き 

 6月（2023年度）の公共工事請負金額（累計）は、前年比＋12.6％となった（図表7

左）。 

 複合施設の建設工事（上三川町、真岡市）が公共工事請負金額の増加に寄与し

ている。 

 なお、令和 5 年度（2023 年度）の栃木県の公共投資関連予算（当初予算額）は、

1,407 億円と前年並みとなっている（図表 7 右）。 

【図表７】 
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■栃木県の雇用情勢―緩やかな回復 

 6 月の有効求人倍率は前月比▲0.02pt の 1.19 倍となった (図表 8 左)。 

 新規求人数は前月比▲0.8％の 13,859 人と 2 カ月ぶりに減少した（図表 8 右）。 

 なお、宿泊や飲食を中心にサービス業の新規求人数は前年比で増加が続いて

いる。 

 経済が活性化する中、企業における人手不足感は高まっており、全体として雇用

情勢はひっ迫した状況にある。 

【図表８】 
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（資料）厚生労働省「一般職業紹介状況」より当社作成
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㈱あしぎん総合研究所 

あしぎん経済概況 2023 年 8 月号 

6 

 

■栃木県の物価（宇都宮市） 

 6 月の消費者物価指数（CPI）「総合」は前年比＋3.2％となった。 

 なお、生鮮食品を除く総合（コア CPI）は前年比＋3.3％、生鮮食品及びエネルギー

を除く総合（コアコア CPI）は同＋4.1％と上昇が続いている。 

【図表９】 
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（資料）総務省「消費者物価指数」

（2020年=100、前年比％）

 

【トピックス】 

～自動車輸出の回復が栃木県の生産活動をけん引～ 

 今年に入ってからの実質輸出は横ばい圏で推移しているが、これは自動車関連輸

出の下支えによるものと見られる。 

 自動車生産のウェイトが大きい栃木県の生産活動は、好調な自動車輸出がけん引

していると考えられる。 

 

【図表10】  
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（資料）日本銀行「実質輸出入の動向」  
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■主な指標の近隣他県との比較（群馬県、茨城県、埼玉県） 

 

60

70

80

90

100

110

120

130

21/05 21/09 22/01 22/05 22/09 23/01 23/05

＜鉱工業生産指数＞
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（資料）各県鉱工業指数
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（資料）経済産業省「商業動態統計」をもとに当社作成

（前年比％）

 

 

 

▲ 40

▲ 30

▲ 20

▲ 10

0

10

20

30

21/06 21/12 22/06 22/12 23/06
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（注） 登録車（乗用）と軽乗用車の合計。３カ月後方移動平均の前年比。
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■栃木県の主要経済指標 

■栃木県の主要経済指標

2020年 88.7 ▲ 6.7 100.4 86.8 47.3 93.9 152.3 91.8
2021年 92.4 3.7 119.8 87.3 47.4 92.9 145.7 94.6
2022年 92.9 0.5 140.9 87.7 54.6 86.5 154.3 94.1

2022年6月 92.4 0.9 136.3 89.5 55.1 83.3 137.4 97.7
7月 94.4 2.0 130.8 88.9 56.7 86.9 161.7 94.5
8月 92.7 ▲ 1.7 137.6 87.8 58.0 86.6 140.8 95.0
9月 96.2 3.5 154.9 91.0 57.3 92.8 161.9 95.2

10月 94.4 ▲ 1.8 154.3 89.0 60.8 95.8 157.6 92.1
11月 93.7 ▲ 0.7 157.6 93.8 63.3 98.4 138.4 89.7
12月 97.4 3.7 150.2 94.7 61.2 98.8 170.7 89.4

2023年1月 89.5 ▲ 7.9 135.3 90.3 57.3 89.3 116.2 86.4
2月 94.2 4.7 135.6 98.8 57.0 90.3 169.9 88.5
3月 91.2 ▲ 3.0 144.4 95.5 62.5 91.2 124.7 85.8
4月 93.4 2.2 148.9 95.1 71.8 89.3 143.5 84.2
5月 96.2 2.8 150.3 107.1 85.7 89.7 164.2 84.2
6月 - - - - - - - -

データ出典

台数(台) 前年比
2020年 4.0 0.1 ▲3.4 20.2 11.1 7.3 72,077 ▲ 14.8
2021年 0.6 0.3 0.3 2.1 1.4 ▲3.2 68,139 ▲ 5.5
2022年 1.8 0.4 3.7 ▲2.3 5.2 ▲0.9 67,013 ▲ 1.7

2022年6月 2.7 ▲ 1.3 4.8 8.2 3.4 4.0 4,771 ▲ 9.8
7月 4.1 0.6 4.8 11.7 6.8 ▲ 0.4 5,211 ▲ 11.5
8月 1.9 ▲ 0.4 4.5 2.0 4.4 ▲ 1.2 4,402 ▲ 6.3
9月 3.0 0.4 2.0 16.9 3.4 ▲ 3.4 6,061 36.8

10月 2.9 2.2 6.7 ▲ 4.3 5.2 1.1 5,860 34.5
11月 2.7 1.7 5.4 ▲ 0.5 5.0 0.7 6,029 6.4
12月 2.7 2.2 3.6 ▲ 0.9 8.4 ▲ 0.3 5,284 ▲ 1.6

2023年1月 1.9 2.8 3.4 ▲ 5.5 6.1 ▲ 1.4 6,468 3.0
2月 ▲ 1.2 2.5 4.5 ▲ 17.1 4.1 ▲ 1.3 7,082 11.5
3月 ▲ 0.5 2.0 4.1 ▲ 22.5 11.8 ▲ 2.9 9,107 13.1
4月 2.0 5.3 4.2 ▲ 18.3 6.9 2.3 5,407 17.7
5月 0.7 3.5 3.4 ▲ 19.7 8.1 ▲ 2.3 5,363 30.3
6月 ▲ 0.5 2.8 1.3 ▲ 20.3 8.7 ▲ 5.4 6,097 27.8

データ出典 当社算出

倍 前年比
2020年 11,072 ▲ 7.6 923,255 ▲ 0.3 227,544 15.3 1.06 ▲ 0.1
2021年 11,423 3.2 834,303 ▲ 9.6 192,915 ▲ 15.2 1.06 ▲ 0.3
2022年 10,784 ▲ 5.6 1,009,821 21.0 184,981 ▲ 4.1 1.17 2.2

2022年6月 881 ▲ 26.8 53,406 ▲ 44.9 58,299 ▲ 27.9 1.16 1.6
7月 910 ▲ 12.7 97,256 63.2 76,179 ▲ 22.0 1.18 2.1
8月 749 ▲ 14.6 71,816 15.7 95,271 ▲ 19.1 1.19 2.5
9月 1,135 42.2 127,654 162.3 120,963 ▲ 9.4 1.21 3.0

10月 826 ▲ 25.9 68,014 ▲ 7.0 139,583 ▲ 8.6 1.23 3.5
11月 1,071 12.7 124,028 52.2 152,759 ▲ 7.4 1.24 3.8
12月 801 ▲ 35.1 63,749 ▲ 12.9 162,634 ▲ 5.8 1.24 4.2

2023年1月 772 ▲ 6.5 56,194 ▲ 39.6 167,662 ▲ 5.6 1.19 3.9
2月 924 13.5 78,814 24.9 172,619 ▲ 5.5 1.19 3.2
3月 826 ▲ 13.4 53,355 ▲ 22.7 184,981 ▲ 4.1 1.20 2.8
4月 804 ▲ 10.6 90,672 ▲ 7.6 24,702 66.8 1.21 3.2
5月 1,054 14.8 64,707 ▲ 19.6 45,724 43.5 1.21 2.8
6月 828 ▲ 6.0 61,961 16.0 65,663 12.6 1.19 3.3

データ出典 厚生労働省 総務省

鉱工業指数（季調値、2015＝100） 主要業種別生産指数

電気機械 化学 プラスチック生産指数
暦年：前年比
月次：前月比

在庫指数
食料品・
たばこ

輸送機械

栃木県

小売業販売額（前年比）
乗用車新車登録・届出台数

小売業
販売額

百貨店・

スーパー（全店）
コンビニ

エンスストア
家電大型
専門店

ドラッグストア
ホーム

センター

新設住宅着工戸数 着工建築物（建築主：会社） 公共工事請負金額(累計) 有効求人
倍率（季調値）

消費者物価
指数（コア）

経済産業省 自販連栃木県支部他

国土交通省 東日本建設業保証

戸数 前年比 床面積(㎡) 前年比 請負金額
（年度、百万円）

前年比

 

 

（注）   ・一部の計数は速報値を用いているため、確報の段階で修正されることがある。 

 ・実数の前月比・前年比の単位は％。指数の前月比、前年比の単位は pt。 
 ・年別は原数値・原指数による合計、年平均。 
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■群馬県・茨城県・埼玉県の主要経済指標 

■群馬県・茨城県・埼玉県の主要経済指標

前年比 前年比 前年比 会社、前年比 年度、前年比 倍
2020年 92.9 ▲ 7.1 4.4 ▲ 8.1 ▲ 14.7 ▲ 12.5 ▲ 13.5 1.26
2021年 96.1 3.2 0.4 ▲ 2.6 7.6 21.9 ▲ 16.2 1.26
2022年 103.1 7.0 3.4 ▲ 4.9 1.7 9.7 9.9 1.47

2022年6月 97.2 ▲ 21.8 3.4 ▲ 9.4 ▲ 16.5 ▲ 29.2 ▲ 19.3 1.46
7月 97.0 ▲ 0.2 5.2 ▲ 4.5 13.4 13.1 ▲ 22.2 1.48
8月 110.1 13.1 2.7 ▲ 7.6 1.1 58.2 ▲ 3.0 1.53
9月 91.7 ▲ 18.4 2.6 32.6 ▲ 7.9 ▲ 42.7 38.8 1.53

10月 100.0 8.3 3.7 33.6 3.3 4.4 ▲ 17.4 1.54
11月 103.2 3.2 5.0 ▲ 0.2 0.8 3.4 136.4 1.55
12月 95.9 ▲ 7.3 4.6 4.3 ▲ 4.4 ▲ 12.8 76.4 1.56

2023年1月 86.1 ▲ 9.8 2.3 17.6 20.4 14.7 54.9 1.47
2月 105.3 19.2 2.9 26.3 4.4 ▲ 8.3 ▲ 26.0 1.45
3月 116.5 11.2 2.1 16.6 2.8 ▲ 30.4 25.0 1.40
4月 123.7 7.2 3.8 22.6 ▲ 30.1 ▲ 31.8 2.6 1.40
5月 98.5 ▲ 25.2 3.0 32.2 1.1 ▲ 3.9 40.8 1.43
6月 - - 2.7 21.2 2.5 42.1 ▲ 2.9 1.39

データ出典 当社算出 自販連群馬県支部他 東日本建設業保証 厚生労働省

前年比 前年比 前年比 会社、前年比 年度、前年比 倍
2020年 90.1 ▲ 9.7 4.7 ▲ 11.0 ▲ 9.1 ▲ 21.1 10.0 1.33
2021年 98.5 8.4 0.2 ▲ 4.4 12.2 41.0 ▲ 6.7 1.35
2022年 98.9 0.4 1.9 ▲ 6.4 ▲ 0.2 18.6 11.6 1.47

2022年6月 98.2 1.0 2.5 ▲ 6.3 ▲ 1.4 32.7 8.4 1.48
7月 99.2 1.0 2.1 ▲ 4.1 ▲ 6.3 90.2 ▲ 15.3 1.49
8月 100.7 1.5 0.7 ▲ 12.2 13.1 ▲ 19.4 14.1 1.50
9月 102.1 1.4 1.2 29.7 ▲ 4.9 ▲ 46.6 85.2 1.49

10月 101.2 ▲ 0.9 3.2 35.6 ▲ 16.7 18.8 ▲ 17.1 1.50
11月 99.8 ▲ 1.4 2.0 2.0 ▲ 24.1 ▲ 60.4 ▲ 17.0 1.52
12月 99.3 ▲ 0.5 2.9 ▲ 0.7 12.6 ▲ 60.6 35.4 1.52

2023年1月 95.0 ▲ 4.3 1.2 14.5 ▲ 40.2 ▲ 36.9 21.0 1.50
2月 98.1 3.1 1.3 20.6 13.0 ▲ 60.4 35.7 1.52
3月 95.4 ▲ 2.7 1.8 11.6 ▲ 8.5 ▲ 10.6 6.0 1.46
4月 100.9 5.5 3.1 22.7 ▲ 3.3 ▲ 17.7 ▲ 13.0 1.41
5月 99.8 ▲ 1.1 1.7 32.3 7.8 ▲ 49.1 20.0 1.39
6月 - - 0.7 20.4 ▲ 20.6 13.2 17.1 1.35

データ出典 当社算出 自販連茨城県支部 東日本建設業保証 厚生労働省

前年比 前年比 前年比 会社、前年比 年度、前年比 倍
2020年 84.3 ▲ 12.1 3.7 ▲ 9.3 ▲ 5.2 ▲ 12.7 4.2 1.00
2021年 87.4 3.1 1.2 ▲ 3.8 4.4 17.5 3.0 0.93
2022年 83.9 ▲ 3.5 1.7 ▲ 5.0 4.0 ▲ 4.3 11.6 1.03

2022年6月 88.8 6.8 1.8 ▲ 9.4 ▲ 2.6 11.9 72.0 1.03
7月 80.9 ▲ 7.9 2.5 ▲ 7.5 ▲ 12.5 ▲ 3.2 ▲ 9.8 1.05
8月 87.2 6.3 0.9 ▲ 9.6 23.3 74.9 ▲ 3.0 1.06
9月 82.4 ▲ 4.8 1.4 34.3 ▲ 0.2 27.2 ▲ 10.6 1.08

10月 80.4 ▲ 2.0 3.7 25.3 ▲ 7.9 ▲ 25.6 ▲ 28.9 1.08
11月 83.1 2.7 2.3 6.4 ▲ 3.5 ▲ 43.5 4.0 1.08
12月 82.1 ▲ 1.0 3.4 ▲ 1.7 7.3 ▲ 12.9 1.2 1.08

2023年1月 78.0 ▲ 4.1 2.8 14.8 21.1 81.4 30.9 1.07
2月 79.0 1.0 3.1 16.1 0.6 11.7 147.1 1.06
3月 76.3 ▲ 2.7 2.8 5.5 ▲ 14.6 ▲ 21.9 ▲ 11.5 1.04
4月 79.2 2.9 4.6 14.0 ▲ 5.7 ▲ 20.2 22.7 1.05
5月 78.0 ▲ 1.2 4.0 30.8 ▲ 8.5 ▲ 27.3 ▲ 1.3 1.08
6月 - - 3.1 17.3 11.3 4.3 ▲ 41.8 1.08

データ出典 当社算出 自販連埼玉県支部他 東日本建設業保証 厚生労働省

乗用車新車登
録・届出台数

新設住宅
着工戸数

着工建築物
床面積

公共工事
請負金額

有効求人
倍率（季調値）群馬県

鉱工業指数（季調値、2015＝100）
小売業販売額

生産指数
暦年：前年比
月次：前月比

群馬県 国土交通省

着工建築物
床面積

公共工事
請負金額

有効求人
倍率（季調値）茨城県

鉱工業指数（季調値、2015＝100）
小売業販売額

乗用車新車登
録・届出台数

新設住宅
着工戸数

生産指数
暦年：前年比
月次：前月比

国土交通省茨城県

埼玉県 国土交通省

公共工事
請負金額

有効求人
倍率（季調値）

生産指数
暦年：前年比
月次：前月比

埼玉県

鉱工業指数（季調値、2015＝100）
小売業販売額

乗用車新車登
録・届出台数

新設住宅
着工戸数

着工建築物
床面積

 

 

 （注） ・消費者物価指数は生鮮食品を除く総合。 
     ・外国為替相場（ドル/円）・日経平均株価の年別値は、12 月の値。 
     ・有効求人倍率は含むパート。  

     ・実質賃金指数は調査産業計のきまって支給する給与の値。 
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■全国の主要経済指標 

■全国の主要経済指標

実質、2020＝100 前年比 台数 前年比
2020年 100.0 ▲ 11.6 100.0 ▲ 3.2 3,809,981 ▲ 11.4 815,340 ▲ 9.9
2021年 105.4 5.4 100.5 1.9 3,675,699 ▲ 3.5 856,484 5.0
2022年 105.3 ▲ 0.1 102.7 2.6 3,448,295 ▲ 6.2 859,331 0.3

2022年6月 105.7 5.0 103.2 1.5 268,077 ▲ 9.6 74,596 ▲ 2.2
7月 106.3 0.6 103.1 2.4 288,145 ▲ 6.9 72,981 ▲ 5.4
8月 107.8 1.5 102.6 4.1 234,143 ▲ 11.2 77,712 4.6
9月 107.3 ▲ 0.5 103.7 4.8 324,901 26.4 73,920 1.0

10月 105.5 ▲ 1.8 103.9 4.4 295,807 28.3 76,590 ▲ 1.8
11月 105.5 0.0 103.7 2.5 308,059 5.6 72,372 ▲ 1.4
12月 104.9 ▲ 0.6 103.6 3.8 284,329 1.5 67,249 ▲ 1.7

2023年1月 100.8 ▲ 4.1 103.6 5.0 319,870 17.4 63,604 6.6
2月 104.5 3.7 104.1 7.3 356,281 22.9 64,426 ▲ 0.3
3月 104.8 0.3 104.0 6.9 477,943 12.1 73,693 ▲ 3.2
4月 105.5 0.7 104.0 5.1 289,525 18.5 67,250 ▲ 11.9
5月 103.2 ▲ 2.3 103.9 5.8 272,042 28.4 69,561 3.5
6月 105.3 2.1 - 5.9 332,033 23.9 71,015 ▲ 4.8

データ出典 総務省 経済産業省

前年比 前年比 前年比（総平均） 前年比
2020年 95,570 ▲ 8.4 153,658 2.3 ▲ 11.1 ▲ 13.5 - ▲ 0.2
2021年 102,086 6.8 140,503 ▲ 8.6 21.5 24.8 4.6 ▲ 0.2
2022年 107,418 5.2 139,937 ▲ 0.4 18.2 39.2 9.7 2.3

2022年6月 9,141 0.6 16,519 0.1 19.2 45.6 9.6 2.2
7月 9,488 3.8 12,924 ▲ 7.0 19.0 46.9 9.3 2.4
8月 9,050 ▲ 4.6 11,562 ▲ 0.1 22.0 49.5 9.6 2.8
9月 8,763 ▲ 3.2 12,985 2.4 28.9 45.8 10.3 3.0

10月 9,073 3.5 10,558 ▲ 1.9 25.3 53.6 9.7 3.6
11月 8,466 ▲ 6.7 6,961 ▲ 7.6 20.0 30.3 9.9 3.7
12月 8,489 0.3 6,283 ▲ 8.4 11.5 20.8 10.6 4.0

2023年1月 9,296 9.5 5,088 ▲ 2.3 3.5 17.6 9.6 4.2
2月 8,880 ▲ 4.5 8,978 52.3 6.5 8.5 8.3 3.1
3月 8,529 ▲ 3.9 15,301 5.5 4.3 7.4 7.4 3.1
4月 9,000 5.5 20,480 1.9 2.6 ▲ 2.3 6.0 3.4
5月 8,315 ▲ 7.6 14,163 11.8 0.6 ▲ 9.8 5.2 3.2
6月 - - 18,151 9.9 1.5 ▲ 12.9 4.1 3.3

データ出典 日本銀行 総務省

倍 ％ 前年比 前年比 先行指数 一致指数 円 円
2020年 1.18 2.8 ▲ 1.8 ▲ 0.7 - - 103.82 26,772.95
2021年 1.13 2.8 ▲ 0.2 0.8 - - 113.87 28,514.23
2022年 1.28 2.6 ▲ 1.7 ▲ 1.6 - - 134.93 27,214.69

2022年6月 1.27 2.6 ▲ 1.1 ▲ 0.7 112.3 113.8 133.86 26,958.39
7月 1.28 2.6 ▲ 2.4 ▲ 1.7 111.4 114.0 136.63 26,986.74
8月 1.31 2.5 ▲ 2.1 ▲ 1.9 112.9 115.2 135.24 28,351.67
9月 1.32 2.6 ▲ 1.1 ▲ 1.3 110.8 114.6 143.14 27,418.99

10月 1.34 2.6 ▲ 2.4 ▲ 2.9 110.7 114.2 147.01 26,983.20
11月 1.35 2.5 ▲ 2.2 ▲ 2.5 109.6 113.8 142.44 27,903.32
12月 1.36 2.5 ▲ 0.5 ▲ 0.6 108.9 113.5 134.93 27,214.69

2023年1月 1.35 2.4 ▲ 2.8 ▲ 4.1 108.0 111.5 130.20 26,606.28
2月 1.34 2.6 ▲ 2.6 ▲ 2.9 108.9 114.2 132.68 27,509.11
3月 1.32 2.8 ▲ 1.7 ▲ 2.4 108.0 114.1 133.85 27,693.20
4月 1.32 2.6 ▲ 3.3 ▲ 3.3 108.1 114.2 133.33 28,275.82
5月 1.31 2.6 ▲ 0.8 ▲ 1.0 109.5 113.8 137.37 30,147.53
6月 1.30 2.5 - - - - 141.19 32,754.48

データ出典 厚生労働省 総務省 内閣府 厚生労働省 日本銀行 日本経済新聞社

鉱工業指数（季調値、2020＝100） 総消費
動向指数

生産指数
小売業販売額 乗用車新車登録・届出台数

新設住宅着工戸数
暦年：前年比
月次：前月比

戸数 前年比

経済産業省 日本自動車工業会 国土交通省

機械受注 公共工事請負金額
輸出 輸入

国内企業
物価指数船舶・電力を除く

民需（億円）

消費者物価
指数（コア）暦年：前年比

月次：前月比
金額(億円) 前年比

有効求人倍率
（季調値）

内閣府 東日本建設業保証 財務省

景気動向指数 ドル/円
日経平均

株価

内閣府

完全失業率
（季調値）

総雇用者所得
（実質）

実質賃金指数
（5人以上）

 

 

掲載情報（またはレポート内容）につきまして、当社は正確な情報、内容を提供できるよう細心の注意を払っておりますが、正確性も

しくは完全性を一切保証するものではありません。 
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101.0 2.4 105.7 

平成27(2015)年基準

生産

前年同月比
(%)

項目

栃 木 県 鉱 工 業 指 数

原指数

107.4 

5.9 

栃木県

106.5 

全国

147.0 

105.0 

▲ 2.2 

▲ 1.8 

6.2 106.2 ▲ 1.1 出荷 99.7 

―生産指数は94.5となり、３か月ぶりの低下となりました。―

94.5 

季節調整済指数

0.0 

前月比(%)

栃木県

2.3 

栃木県生活文化スポーツ部統計課

令和５(2023)年８月25日

0.8 1.6 

105.8 155.6 0.2 在庫 7.8 

全国

108.3 

前月比(%)

令和５(2023)年６月

前年同月比
(%)

栃木県：平成27(2015)年=100
全   国： 令和２(2020)年=100
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令和4年

(2022)
令和5年

(2023)

生産指数（季節調整済指数）の推移

生産（栃木県）

生産（全国）

栃木県：平成27(2015)年=100

全 国： 令和２(2020)年=100
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利用上の注意 
 

１ 目的 

栃木県内の鉱工業の生産、出荷及び在庫の動態を明らかにし、その生産活動の推移をひとつの指標として観
察する目的で毎月作成しています。 

結果については栃木県景気動向指数を始めとして、県内の生産活動や景気の動向を把握する重要な経済指
標として、行政、産業界などで広く利用されています。 

 

２ 基準時及びウェイト算定年次 

県は、指数、ウェイトとも平成 27(2015)年を基準(平成 31(2019)年１月報から、基準時を従来の平成 22(2010)年
から平成 27(2015)年に改定)としており、指数は基準時を「100.0」とする比率の形で表示しています。 

なお、5 年ごとに改定を行います。 
 

３ 分類 

日本標準産業分類の中分類に準拠した「業種分類」と、品目の経済的用途に着目した「特殊分類」の２つの分
類を設けています。 

 

４ 採用品目 

生産指数     171 品目 、 出荷指数     170 品目 

在庫指数      89 品目 、 在庫率指数     89 品目 
 

５ 算式及びウェイト 

基準年次の固定ウェイトで加重平均するラスパイレス算式です。 

 (1) 算式                                 

 (2) ウェイト 

ウェイトの表示は、業種別、品目別の合計が総合において「10,000.0」になる単式形式です。 
ウェイトの算出は、「平成 28 年経済センサス-活動調査」、「経済産業省生産動態統計調査」等から、生産指数

は付加価値額、出荷指数は出荷額、在庫指数は在庫額を算出し、非採用分を採用分に按分加算した「膨らましウ
ェイト」によります。 

 

６ 季節調整 

原指数には、通常1か年を周期とする季節変動が含まれているので、この変動を原指数から取り除くため、季節
調整を行っています。 

季節調整法は X-12-ARIMA を採用し、X-12-ARIMA では、季節要因に加え、曜日・祝祭日要因についても調
整しています。季節調整済指数は以下のように算出されます。 

季節調整済指数 ＝ 原指数 ÷ （季節指数 × 曜日・祝祭日指数）  

 

７ 年間補正について 

   栃木県の指数について、令和５(2023)年５月報公表時に令和４(2022)年年間補正を行い、令和４(2022)年１月以

降の数値を遡及して改定しました。 

    

 

比較時数量
× 基準時ウェイト  の総和

基準時数量
総合指数 = × 100

基準時ウェイトの総和
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１　概況

（1）　生産指数　

（2）　出荷指数　

（3）　在庫指数

ディーゼルエンジン、普通乗用車、特装ボデー等

分析機器

また、前年同月（原指数）に比べて6.2%上昇し、12か月連続の上昇となりました。

在庫指数（季節調整済）は147.0で、前月に比べて2.2%低下し、５か月ぶりの低下となりました。
また、前年同月（原指数）に比べて7.8%上昇し、４か月連続の上昇となりました。

生産指数（季節調整済）は94.5で、前月に比べて、1.8%低下し、３か月ぶりの低下となりました。
また、前年同月（原指数）に比べて2.3%上昇し、５か月連続の上昇となりました。

出荷指数（季節調整済）は99.7で、前月に比べて1.1%低下し、３か月ぶりの低下となりました。
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鉱工業指数（季節調整済指数）の推移

生産 出荷 在庫
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生産指数 前月比・前年同月比の推移
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前年同月比（原指数）

平成27(2015)年=100
（％）

平成27(2015)年=100
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２　業種別の動向（季節調整済指数）

（1）　生産指数　

（2）　出荷指数　

（3）　在庫指数

◎指数の上昇・低下が大きかった業種

※品目については、全体に与える影響の大きいものを掲載しています。

◎指数の上昇・低下に影響した業種

※業種、品目については、全体に与える影響の大きいものを掲載しています。

通信用線材、生コンクリート、生体用部材等

たばこ、ルウ類、清涼飲料等

半導体製造装置、コンバイン、田植機等

たばこ、ルウ類、コーヒー飲料等

普通乗用車、フォークリフトトラック等

セパレート形エアコン、標準変圧器等

けい石、ドロマイト等

普通乗用車、懸架制動装置部品、ディーゼルエンジン等

田植機、コンバイン、動力耕うん機等

在庫
指数

輸送機械工業 ▲ 18.5

電気機械工業 ▲ 2.7

その他工業 ▲ 5.5

出荷
指数

輸送機械工業 ▲ 20.2

食料品・たばこ工業 ▲ 8.8

生産用機械工業 ▲ 19.9

生産
指数

食料品・たばこ工業 ▲ 11.7

輸送機械工業 ▲ 14.5

生産用機械工業 ▲ 15.0

業種 前月比（%） 影響した主な品目

汎用機械工業 ▲ 6.0 エアハンドリングユニット、汎用内燃機関、冷凍機等

在
庫
指
数 低

下

輸送機械工業 ▲ 18.5 普通乗用車、フォークリフトトラック等

電子部品・デバイス工業 ▲ 9.3 シリコンウエハ等

生産用機械工業 5.5

鉱業 3.7

上
昇

金属製品工業 9.3 飲料用アルミニウム缶、産業用アルミニウム製品、石油温水給湯暖房機等

カーナビゲーションシステム、デジタル伝送装置、無線応用装置等

パルプ・紙・紙加工品工業

▲ 19.9

窯業・土石製品工業

普通乗用車、懸架制動装置部品、ディーゼルエンジン等

▲ 13.4

生産用機械工業

紙加工品、板紙等

汎用機械工業 9.5

食料品・たばこ工業 ▲ 11.7 たばこ、ルウ類、清涼飲料等

エアハンドリングユニット、自動調整弁、油圧機器等

半導体製造装置、コンバイン、プラスチック用金型等

輸送機械工業 ▲ 14.5

出
荷
指
数

上
昇

情報通信機械工業 23.4

11.9

低
下

輸送機械工業 ▲ 20.2

パルプ・紙・紙加工品工業 11.6 紙加工品、板紙等
生
産
指
数

情報通信機械工業 23.8

低
下

生産用機械工業 ▲ 15.0 半導体製造装置、コンバイン、田植機等

医薬品、調合香料、印刷インキ用ワニス等

　業種別にみると、前月に比べ、情報通信機械工業、パルプ・紙・紙加工品工業、化学工業など8業種が上昇し、
生産用機械工業、輸送機械工業、食料品・たばこ工業など8業種が低下しました。

業種 前月比（%） 影響した主な品目

　指数の低下に最も影響を与えた業種は、「食料品・たばこ工業」でした。

　指数の低下に最も影響を与えた業種は、「輸送機械工業」でした。

　業種別にみると、前月に比べ、情報通信機械工業、パルプ・紙・紙加工品工業、汎用機械工業など7業種が上
昇し、輸送機械工業、生産用機械工業、窯業・土石製品工業など9業種が低下しました。

　業種別にみると、前月に比べ、金属製品工業、生産用機械工業、鉱業など5業種が上昇し、輸送機械工業、電
子部品・デバイス工業、汎用機械工業など11業種が低下しました。

普通乗用車、懸架制動装置部品、ディーゼルエンジン等

ボールペン、玩具、システムキッチン等

普通乗用車、懸架制動装置部品、ディーゼルエンジン等

半導体製造装置、コンバイン、プラスチック用金型等

　指数の低下に最も影響を与えた業種は、「輸送機械工業」でした。

カーナビゲーションシステム、デジタル伝送装置、無線応用装置等

上
昇

化学工業 3.8

 2
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３　主要業種の動向

ディーゼルエンジン、普通乗用車、特装ボデー等

分析機器

４　特殊分類（財別分類）の動向（季節調整済指数）

 

平成27(2015)年=100

82.0 

83.4 

101.0 

▲ 1.7 

▲ 3.0 

99.5 95.6 

▲ 9.8 105.1 

生産

出荷

在庫

91.1 

98.7 

176.7 

投資財 消費財

0.0 

▲ 0.7 

▲ 0.4 

指数 前月比（%） 前月比（%）

▲ 4.8 224.4 

　　　  ・消費財：家計で購入される製品

  ○最終需要財：鉱工業及び他の産業に原材料等として投入されない最終製品

　　　  ・投資財：資本形成に向けられる製品

98.4 

110.6 

▲ 7.6 ▲ 3.3 

▲ 3.3 

▲ 3.4 

▲ 0.5 

  ○生産財：鉱工業及び他の産業に原材料等として投入される製品

項目
最終需要財 生産財

指数 前月比（%） 指数 前月比（%） 指数
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3.7
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平成27(2015)年＝100

ウエイト 10000.0 9981.5 193.0 200.6 600.0 275.2 607.7 511.9 365.4 1139.7

平成27(2015)年 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0

28(2016)年 98.8 98.8 97.5 105.1 98.4 104.8 95.2 89.5 101.5 98.1

29(2017)年 100.8 100.8 94.1 112.6 110.1 125.5 117.5 87.3 107.0 93.0

30(2018)年 97.9 97.9 94.8 110.5 109.3 137.3 108.4 84.6 108.4 101.3

令和元(2019)年 95.4 95.4 87.5 102.0 102.0 113.2 90.6 58.4 98.6 96.1

２(2020)年 88.7 88.7 74.1 89.4 93.5 97.1 91.9 53.7 97.6 93.9

３(2021)年 92.4 92.4 81.0 98.6 96.6 126.5 104.3 61.3 109.6 92.9

４(2022)年 92.9 92.9 84.0 90.4 92.9 132.5 94.3 61.2 113.0 86.5

原    指    数

令和４(2022)年６月 98.7 98.8 85.3 94.4 94.4 134.2 119.6 67.1 113.9 115.8

７月 100.5 100.5 86.4 93.0 96.2 130.9 112.5 54.6 108.9 103.0

８月 85.3 85.3 76.2 72.1 89.3 115.3 107.6 57.4 114.7 68.2

９月 98.7 98.7 81.8 87.4 103.4 144.9 107.1 65.7 115.2 77.5

10月 93.6 93.6 89.1 93.3 91.2 128.8 70.9 63.3 103.8 79.6

11月 95.8 95.8 87.7 94.7 96.5 144.1 65.9 66.1 103.8 89.0

12月 97.6 97.6 84.6 85.0 94.2 135.0 87.1 60.7 137.4 97.3

令和５(2023)年１月 81.0 81.0 76.2 73.5 85.0 112.5 70.4 53.6 106.9 70.2

２月 91.9 91.9 73.2 81.4 86.7 117.8 83.3 55.6 96.9 83.6

３月 101.4 101.4 80.2 90.0 96.8 132.3 106.0 58.4 103.0 112.0

４月 92.0 92.0 79.8 80.2 88.0 128.7 90.0 42.6 86.9 94.5

５月 90.9 90.9 77.8 81.4 82.5 110.7 84.3 50.0 87.9 100.1

６月 101.0 101.0 79.7 88.9 89.6 128.1 91.2 55.0 90.2 122.0

前年同月比(%) 2.3 2.2 ▲ 6.6 ▲ 5.8 ▲ 5.1 ▲ 4.5 ▲ 23.7 ▲ 18.0 ▲ 20.8 5.4

季節調整済指数

令和４(2022)年６月 92.4 92.4 83.8 91.0 91.8 132.3 98.9 60.4 112.9 83.3

７月 94.4 94.4 83.7 90.2 94.4 134.7 91.1 57.5 109.4 86.9

８月 92.7 92.7 87.5 87.3 94.6 141.7 94.9 61.7 113.2 86.6

９月 96.2 96.2 82.1 86.3 98.2 140.5 96.0 60.4 114.0 92.8

10月 94.4 94.4 83.6 87.5 93.3 127.3 77.9 59.2 113.3 95.8

11月 93.7 93.7 81.2 87.1 94.0 136.9 77.6 64.4 98.0 98.4

12月 97.4 97.4 85.3 85.4 96.5 131.5 94.1 58.6 126.4 98.8

令和５(2023)年１月 89.5 89.5 80.3 81.0 93.0 111.5 89.9 66.6 106.6 89.3

２月 94.2 94.2 73.6 85.0 90.4 108.1 90.0 60.4 109.1 90.3

３月 91.2 91.2 75.8 81.9 83.9 119.2 99.5 51.8 97.0 91.2

４月 93.4 93.4 80.1 77.7 89.6 126.4 98.7 45.0 87.5 89.3

５月 96.2 96.2 84.3 85.7 87.0 121.8 88.7 49.4 88.6 89.7

６月 94.5 94.5 78.3 85.7 87.2 126.3 75.4 49.5 89.4 87.7

前月比(%) ▲ 1.8 ▲ 1.8 ▲ 7.1 0.0 0.2 3.7 ▲ 15.0 0.2 0.9 ▲ 2.2

業種分類別生産指数

業種分類
電気機械

工　業
金属製品

工　業
汎用機械

工　業
生産用機械

工　業
業務用機械

工　業

電子部品・
デバイス
工　業

鉱工業
製造工業

鉄鋼業
非鉄金属

工　業

4
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平成27(2015)年＝100

167.6 1447.2 255.9 745.5 625.8 315.4 1889.2 641.4 18.5 ウエイト

100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 平成27(2015)年

77.2 95.8 99.4 105.0 97.9 102.6 101.0 103.3 96.5 28(2016)年

92.0 88.5 104.3 114.6 100.2 100.6 98.4 105.5 98.7 29(2017)年

72.0 70.9 111.5 108.1 100.3 104.9 95.8 106.5 101.7 30(2018)年

84.2 64.8 103.7 155.4 96.8 105.9 94.3 108.5 96.6 令和元(2019)年

120.6 47.3 99.8 152.3 91.8 105.0 86.8 96.4 96.7 ２(2020)年

159.3 47.4 104.5 145.7 94.6 100.0 87.3 104.3 92.3 ３(2021)年

158.1 54.6 106.1 154.6 93.9 103.6 87.7 105.4 89.5 ４(2022)年

原    指    数

153.4 55.6 108.3 131.6 102.8 97.6 94.7 109.4 90.9 令和４(2022)年６月

142.0 56.2 105.2 178.6 97.9 126.5 97.0 111.4 89.8 ７月

155.4 50.2 96.4 129.1 90.5 90.4 82.3 97.8 83.6 ８月

195.9 62.6 109.3 172.2 98.9 106.5 93.1 109.1 92.5 ９月

123.9 59.8 114.5 176.1 92.7 109.8 92.0 107.7 92.3 10月

161.1 74.2 114.7 138.3 89.5 103.5 97.8 108.0 92.8 11月

151.2 64.2 112.3 167.6 85.7 93.5 96.0 101.9 95.5 12月

185.3 56.6 100.1 119.3 83.5 86.7 75.4 91.1 84.8 令和５(2023)年１月

195.9 60.9 104.0 166.2 86.4 93.9 91.8 99.8 86.2 ２月

227.0 73.9 116.9 131.6 89.6 95.9 103.6 108.0 95.6 ３月

148.4 62.3 104.4 141.2 84.8 109.6 96.9 101.9 94.1 ４月

135.5 62.6 92.4 146.8 82.3 105.2 98.1 88.5 83.7 ５月

182.6 73.9 99.6 163.2 89.2 121.6 100.1 97.4 84.7 ６月

19.0 32.9 ▲ 8.0 24.0 ▲ 13.2 24.6 5.7 ▲ 11.0 ▲ 6.8 前年同月比(%)

季節調整済指数

164.5 55.1 107.5 137.4 97.7 96.4 89.5 108.6 90.6 令和４(2022)年６月

158.2 56.7 104.5 161.7 94.5 136.1 88.9 108.9 88.8 ７月

176.1 58.0 108.5 140.8 95.0 102.4 87.8 107.8 91.3 ８月

168.3 57.3 107.5 161.9 95.2 100.1 91.0 106.5 90.8 ９月

143.7 60.8 109.4 157.6 92.1 106.0 89.0 103.9 89.9 10月

145.4 63.3 108.2 138.4 89.7 99.9 93.8 102.8 91.3 11月

146.4 61.2 108.1 170.7 89.4 96.9 94.7 101.2 94.1 12月

188.4 57.3 103.9 116.2 86.4 96.4 90.3 98.6 90.8 令和５(2023)年１月

168.5 57.0 104.4 169.9 88.5 96.9 98.8 100.0 88.8 ２月

192.7 62.5 108.4 124.7 85.8 87.2 95.5 98.7 86.9 ３月

146.7 71.8 105.1 143.5 84.2 99.0 95.1 99.9 88.4 ４月

158.2 85.7 102.0 164.2 84.2 107.6 107.1 97.2 87.7 ５月

195.9 73.3 98.8 170.4 84.7 120.1 94.6 96.7 84.4 ６月

23.8 ▲ 14.5 ▲ 3.1 3.8 0.6 11.6 ▲ 11.7 ▲ 0.5 ▲ 3.8 前月比(%)

業種分類別生産指数

鉱　業
食料品・
たばこ
工　業

その他工業
窯業・

土石製品
工　業

プラスチック
製品工業

化学工業
情報通信
機械工業

業種分類パルプ・紙・
紙加工品

工　業

輸送機械
工　業

5
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平成27(2015)年＝100

ウエイト 10000.0 9988.2 263.3 433.8 513.0 308.9 514.2 374.1 304.2 899.6

平成27(2015)年 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0

28(2016)年 99.2 99.2 94.5 105.4 98.3 98.0 107.7 92.9 102.1 100.1

29(2017)年 100.6 100.6 94.8 112.3 108.8 118.8 127.1 89.2 106.4 100.0

30(2018)年 95.9 95.9 100.5 109.3 109.0 128.7 118.0 88.8 106.1 108.9

令和元(2019)年 93.5 93.5 92.6 102.8 103.2 104.5 94.4 63.0 94.5 105.7

２(2020)年 87.9 87.9 82.9 97.5 92.3 100.5 99.8 97.0 94.3 107.1

３(2021)年 92.0 92.0 85.3 107.4 97.2 124.2 117.9 111.6 106.9 108.3

４(2022)年 93.6 93.6 93.1 99.1 91.0 132.0 105.7 114.7 107.8 107.4

原    指    数

令和４(2022)年６月 100.0 100.0 98.9 106.1 95.5 122.5 135.0 135.5 111.0 151.9

７月 103.6 103.6 96.1 99.7 93.7 126.1 120.3 123.0 105.6 153.2

８月 89.1 89.1 87.5 90.5 87.9 109.7 113.8 107.2 110.0 111.1

９月 98.6 98.6 90.8 92.6 97.4 141.6 119.0 132.2 112.8 106.3

10月 93.6 93.6 95.7 98.6 85.4 127.9 89.2 117.9 101.1 80.1

11月 96.3 96.3 99.4 98.4 96.0 148.3 78.8 111.8 101.0 82.5

12月 98.4 98.4 92.8 89.2 95.2 136.5 107.5 102.9 115.4 106.7

令和５(2023)年１月 82.3 82.3 86.6 87.0 80.1 106.3 79.2 76.9 103.0 82.4

２月 93.2 93.2 86.7 90.9 82.1 115.2 101.5 98.1 94.8 101.1

３月 104.1 104.2 94.9 99.9 98.6 134.6 122.0 107.8 102.0 148.8

４月 92.0 92.0 88.5 88.6 82.6 111.5 103.6 104.7 87.7 90.9

５月 93.0 93.0 84.9 91.0 81.9 105.8 94.4 110.7 84.0 120.4

６月 106.2 106.2 91.2 97.6 84.0 120.0 95.0 117.4 92.6 178.5

前年同月比(%) 6.2 6.2 ▲ 7.8 ▲ 8.0 ▲ 12.0 ▲ 2.0 ▲ 29.6 ▲ 13.4 ▲ 16.6 17.5

季節調整済指数

令和４(2022)年６月 93.9 93.9 93.9 101.3 90.2 125.9 114.7 134.8 109.3 96.3

７月 96.8 96.8 95.1 97.7 90.8 127.0 100.3 135.8 108.6 110.5

８月 93.1 93.1 94.3 98.5 90.4 131.2 103.1 121.1 108.2 111.6

９月 94.1 94.1 90.9 93.8 96.7 137.4 101.2 120.6 111.2 110.5

10月 96.4 96.4 94.6 95.7 86.4 129.0 91.3 118.8 107.8 118.8

11月 94.6 94.6 94.2 94.5 91.5 146.4 92.2 97.7 95.3 113.6

12月 96.1 96.1 94.5 94.0 93.9 131.7 102.4 98.6 107.9 114.7

令和５(2023)年１月 91.4 91.4 89.7 92.1 91.4 106.6 112.6 85.0 103.6 118.1

２月 97.9 97.9 90.3 93.5 87.7 108.9 113.4 99.2 103.4 118.3

３月 93.8 93.9 83.4 92.9 88.6 116.0 121.5 95.3 95.6 116.3

４月 95.0 94.9 90.0 85.5 83.6 110.2 112.4 104.0 90.7 106.0

５月 100.8 100.8 91.6 91.7 85.9 112.6 100.8 124.5 83.6 116.2

６月 99.7 99.7 86.6 93.2 79.3 123.3 80.7 116.8 91.2 113.1

前月比(%) ▲ 1.1 ▲ 1.1 ▲ 5.5 1.6 ▲ 7.7 9.5 ▲ 19.9 ▲ 6.2 9.1 ▲ 2.7

業種分類別出荷指数

鉱工業
製造工業

鉄鋼業
非鉄金属

工　業
金属製品

工　業
汎用機械

工　業

業種分類
業務用機械

工　業

電子部品・
デバイス
工　業

電気機械
工　業

生産用機械
工　業
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平成27(2015)年＝100

214.0 1854.5 186.6 743.1 599.9 268.3 1946.2 564.5 11.8 ウエイト

100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 平成27(2015)年

75.6 98.8 88.7 103.6 99.7 104.4 97.5 102.7 94.3 28(2016)年

87.3 88.2 91.3 112.1 103.6 107.1 94.8 106.0 95.8 29(2017)年

69.7 64.9 75.5 104.9 104.2 112.8 94.7 106.7 96.7 30(2018)年

83.4 55.6 89.5 158.5 101.5 114.3 90.6 107.1 93.3 令和元(2019)年

118.0 37.8 64.3 156.4 95.7 115.0 80.8 96.1 93.2 ２(2020)年

155.2 36.8 65.2 148.8 96.5 109.0 82.4 102.5 88.6 ３(2021)年

153.1 45.0 66.4 158.4 96.0 113.5 82.1 104.6 86.8 ４(2022)年

原    指    数

150.0 44.9 67.3 132.1 103.3 104.9 88.0 109.7 93.8 令和４(2022)年６月

136.8 46.8 64.6 184.4 103.0 143.2 89.0 111.8 86.8 ７月

150.9 36.9 60.6 130.9 92.6 96.0 87.0 100.6 82.3 ８月

187.5 48.1 66.7 176.4 99.5 120.5 83.1 105.7 86.4 ９月

118.3 50.7 69.9 182.1 92.3 119.5 89.0 110.9 89.5 10月

156.1 69.4 70.4 137.7 93.2 113.5 96.1 105.6 91.0 11月

145.6 65.3 68.2 172.4 90.3 101.2 89.0 100.2 91.8 12月

183.5 54.3 59.5 122.6 81.2 94.6 75.1 88.4 81.9 令和５(2023)年１月

189.8 56.3 61.8 172.6 86.0 101.3 84.6 96.4 84.1 ２月

222.0 66.1 72.4 134.7 97.3 101.2 92.1 112.4 96.6 ３月

142.7 56.0 62.3 145.5 89.0 120.1 94.6 98.4 85.6 ４月

129.5 57.1 54.2 150.7 86.5 117.1 93.1 85.7 79.3 ５月

175.2 67.1 55.8 167.4 93.4 137.2 96.5 98.0 85.7 ６月

16.8 49.4 ▲ 17.1 26.7 ▲ 9.6 30.8 9.7 ▲ 10.7 ▲ 8.6 前年同月比(%)

季節調整済指数

161.1 47.0 69.2 139.8 98.5 103.9 84.1 111.1 91.1 令和４(2022)年６月

152.4 48.7 63.6 169.7 97.4 157.4 82.2 108.9 88.7 ７月

167.2 42.4 70.0 142.6 95.4 105.6 83.5 108.3 90.3 ８月

160.1 45.3 67.8 165.1 98.3 109.8 74.9 103.1 87.1 ９月

138.8 50.4 64.2 161.3 93.0 114.0 97.3 103.6 86.3 10月

140.6 56.4 66.5 137.9 93.8 107.9 92.6 99.4 87.1 11月

141.6 58.5 63.6 176.0 92.5 104.8 84.8 100.1 87.5 12月

186.2 55.2 61.0 118.4 86.7 109.5 89.4 98.2 88.5 令和５(2023)年１月

163.0 54.7 61.7 175.5 88.6 106.5 97.1 97.7 85.9 ２月

190.3 54.0 66.9 126.8 93.0 92.1 89.1 98.7 88.6 ３月

139.9 64.8 59.4 148.0 87.6 110.1 90.9 98.9 82.0 ４月

152.5 88.0 66.3 166.8 87.8 121.4 101.2 99.3 83.5 ５月

188.2 70.2 57.4 177.1 89.0 135.9 92.3 99.3 83.3 ６月

23.4 ▲ 20.2 ▲ 13.4 6.2 1.4 11.9 ▲ 8.8 0.0 ▲ 0.2 前月比(%)

窯業・
土石製品

工　業

業種分類別出荷指数

鉱　業情報通信
機械工業

輸送機械
工　業

業種分類
化学工業

プラスチック
製品工業

パルプ・紙・
紙加工品

工　業

食料品・
たばこ
工　業

その他工業
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平成27(2015)年＝100

ウエイト 10000.0 9774.6 595.4 813.6 479.7 260.7 806.7 333.3 206.7 1266.2

平成27(2015)年 91.2 90.9 94.2 107.9 87.8 73.8 110.4 101.4 65.2 82.3

28(2016)年 92.1 91.4 94.2 98.7 90.0 78.0 38.4 98.1 34.8 98.5

29(2017)年 95.1 94.5 107.9 96.4 81.8 116.3 46.9 115.0 36.0 98.6

30(2018)年 94.7 94.1 105.7 104.8 100.0 119.5 24.6 135.3 59.4 97.5

令和元(2019)年 95.3 95.1 94.4 104.4 93.4 143.6 23.8 95.0 104.4 88.9

２(2020)年 100.4 100.2 87.5 97.4 76.6 103.1 30.0 270.3 58.7 91.2

３(2021)年 119.8 120.3 98.4 100.0 87.9 145.3 43.1 285.7 59.4 111.9

４(2022)年 140.9 141.8 100.8 112.1 89.1 158.8 40.9 419.1 77.3 116.0

原    指    数

令和４(2022)年６月 144.3 145.1 107.3 100.5 97.7 158.3 43.7 310.7 47.8 136.7

７月 141.4 142.0 109.8 107.2 99.1 162.1 49.6 285.1 48.5 144.3

８月 135.9 136.4 102.9 91.1 98.5 177.9 53.0 302.9 59.0 125.2

９月 148.4 149.3 95.9 98.7 104.9 181.6 51.2 313.5 59.5 98.1

10月 153.0 154.1 102.8 101.6 107.8 188.9 45.9 333.5 60.2 99.8

11月 155.7 156.9 99.2 107.7 98.9 154.3 46.0 356.5 65.1 112.1

12月 140.9 141.8 100.8 112.1 89.1 158.8 40.9 419.1 77.3 116.0

令和５(2023)年１月 134.1 134.9 104.7 101.9 91.0 196.1 48.1 430.1 73.4 117.4

２月 135.2 135.9 102.8 103.7 94.1 202.9 46.3 466.4 62.8 127.7

３月 139.7 140.6 98.6 105.1 88.0 171.6 42.2 480.5 64.9 125.8

４月 148.0 148.9 102.2 109.8 93.3 173.5 43.6 471.1 71.3 187.8

５月 157.8 158.8 114.0 106.8 87.5 182.2 49.2 487.5 85.4 214.7

６月 155.6 156.5 106.7 103.8 92.7 185.6 53.6 529.5 66.5 184.7

前年同月比(%) 7.8 7.9 ▲ 0.6 3.3 ▲ 5.1 17.2 22.7 70.4 39.1 35.1

季節調整済指数

令和４(2022)年６月 136.3 136.9 104.1 97.9 96.4 155.4 39.2 315.0 60.0 112.8

７月 130.8 131.0 105.8 102.5 98.7 160.1 40.7 289.9 53.1 123.1

８月 137.6 138.5 102.0 100.4 101.2 173.8 48.4 314.2 60.6 120.5

９月 154.9 156.1 103.2 102.2 103.0 174.1 52.8 329.9 62.0 123.1

10月 154.3 155.5 105.0 102.9 104.7 186.9 50.8 333.5 58.5 118.4

11月 157.6 158.7 102.0 104.5 100.2 145.3 51.7 365.1 58.2 124.6

12月 150.2 151.2 104.8 104.4 97.4 168.6 51.3 391.3 72.9 134.1

令和５(2023)年１月 135.3 136.2 106.0 105.3 93.0 184.6 55.2 403.3 59.8 131.4

２月 135.6 136.3 96.2 107.6 93.0 195.9 48.9 439.2 57.7 137.3

３月 144.4 145.4 101.5 106.2 86.8 196.9 40.5 457.7 76.1 154.4

４月 148.9 149.9 105.1 108.7 92.2 178.0 40.6 494.7 68.9 160.2

５月 150.3 151.2 106.2 104.1 83.7 193.9 45.6 518.5 92.1 156.7

６月 147.0 147.7 103.5 101.1 91.5 182.2 48.1 536.8 83.5 152.5

前月比(%) ▲ 2.2 ▲ 2.3 ▲ 2.5 ▲ 2.9 9.3 ▲ 6.0 5.5 3.5 ▲ 9.3 ▲ 2.7

業種分類別在庫指数

鉱工業
製造工業

鉄鋼業
非鉄金属

工　業
金属製品

工　業
汎用機械

工　業
生産用機械

工　業

業種分類
業務用機械

工　業

電子部品・
デバイス
工　業

電気機械
工　業
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平成27(2015)年＝100

1106.7 319.5 805.2 906.8 334.8 804.9 734.4 225.4 ウエイト

51.0 104.0 105.1 100.7 91.1 98.1 92.2 105.7 平成27(2015)年

66.3 96.3 100.8 98.8 115.2 134.2 104.3 123.0 28(2016)年

53.4 98.8 119.0 96.3 124.0 149.0 93.0 118.9 29(2017)年

32.3 104.7 130.2 98.2 127.1 138.9 101.5 121.1 30(2018)年

33.3 98.0 110.5 101.1 97.5 198.2 109.4 104.5 令和元(2019)年

34.7 93.0 112.2 93.0 95.9 242.0 98.9 109.8 ２(2020)年

74.8 103.4 116.9 112.1 94.1 308.9 109.5 95.6 ３(2021)年

204.1 109.5 124.6 118.2 96.0 295.9 104.3 101.3 ４(2022)年

原    指    数

208.0 101.1 115.6 118.1 95.0 359.7 107.4 107.4 令和４(2022)年６月

186.2 102.8 115.9 116.8 95.4 334.3 107.6 112.2 ７月

218.9 106.2 122.4 120.1 96.7 244.0 105.4 112.6 ８月

305.2 106.0 118.6 120.5 94.1 315.7 108.7 108.9 ９月

349.7 106.4 117.7 122.0 96.6 299.5 101.6 105.9 10月

376.4 106.6 118.6 120.6 96.3 280.5 101.0 103.3 11月

204.1 109.5 124.6 118.2 96.0 295.9 104.3 101.3 12月

129.5 110.2 121.2 121.5 95.3 291.1 108.8 101.9 令和５(2023)年１月

74.2 112.9 124.6 124.0 96.7 336.6 113.7 103.7 ２月

87.2 113.7 119.9 121.8 96.8 406.8 103.9 102.1 ３月

80.1 116.7 121.0 116.4 96.8 409.0 109.0 110.2 ４月

89.9 117.5 122.0 117.0 96.6 447.1 113.0 113.8 ５月

92.1 120.3 121.6 115.3 96.1 455.3 109.5 115.8 ６月

▲ 55.7 19.0 5.2 ▲ 2.4 1.2 26.6 2.0 7.8 前年同月比(%)

季節調整済指数

176.7 101.3 116.5 117.0 94.4 341.5 103.0 108.2 令和４(2022)年６月

123.5 102.7 117.0 118.5 94.4 315.2 102.0 108.2 ７月

242.7 105.9 120.0 125.6 95.7 249.2 100.5 109.1 ８月

300.5 106.3 120.8 122.3 94.4 333.9 103.7 107.5 ９月

334.4 105.6 119.5 123.5 95.9 296.0 102.4 107.7 10月

373.6 105.7 120.6 121.7 96.2 291.7 105.9 107.1 11月

275.0 107.1 121.6 120.9 96.6 307.9 105.3 108.0 12月

116.4 110.0 116.1 117.4 96.6 310.7 107.9 102.6 令和５(2023)年１月

83.5 113.5 118.9 121.4 96.4 337.8 115.1 104.0 ２月

100.4 113.6 121.3 118.9 97.8 393.2 114.4 101.1 ３月

101.9 119.2 123.1 114.8 98.1 397.7 114.6 108.2 ４月

95.9 118.8 127.2 115.3 96.2 437.5 111.1 112.4 ５月

78.2 120.5 122.5 114.2 95.5 432.3 105.0 116.6 ６月

▲ 18.5 1.4 ▲ 3.7 ▲ 1.0 ▲ 0.7 ▲ 1.2 ▲ 5.5 3.7 前月比(%)

鉱　業輸送機械
工　業

業種分類

業種分類別在庫指数

化学工業
プラスチック
製品工業

パルプ・紙・
紙加工品

工　業

食料品・
たばこ
工　業

その他工業
窯業・

土石製品
工　業

9
41



平成27(2015)年＝100

ウエイト 10000.0 9774.6 595.4 813.6 479.7 260.7 806.7 333.3 206.7 1266.2

平成27(2015)年 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0

28(2016)年 104.2 103.8 92.9 95.9 94.2 91.8 90.0 124.3 55.6 112.8

29(2017)年 97.5 96.7 94.5 83.6 86.0 99.6 67.3 104.9 33.4 110.7

30(2018)年 114.8 114.5 84.4 90.6 90.4 111.7 53.5 126.3 42.1 96.5

令和元(2019)年 120.5 120.7 88.6 96.7 94.6 168.0 43.8 150.2 63.2 120.2

２(2020)年 133.7 134.0 91.0 91.4 101.1 132.9 58.6 277.0 50.1 104.9

３(2021)年 138.9 139.4 101.5 82.7 90.4 153.3 47.1 212.5 55.2 124.9

４(2022)年 225.9 228.1 90.9 98.6 109.4 166.4 51.7 256.7 54.6 119.2

原    指    数

令和４(2022)年６月 203.8 205.9 89.6 91.4 97.4 188.2 20.3 210.1 36.7 72.4

７月 184.5 185.8 92.1 106.2 104.4 183.2 29.3 235.9 43.5 70.8

８月 274.3 277.6 95.0 94.7 109.4 268.2 66.6 255.0 47.2 95.8

９月 241.2 243.9 86.4 106.3 112.8 150.5 33.1 219.1 50.4 93.4

10月 236.5 239.2 85.9 101.4 143.2 192.2 43.7 257.6 63.6 186.7

11月 190.6 192.3 81.2 108.5 112.1 120.9 69.4 295.7 57.5 169.1

12月 169.1 170.4 88.3 124.0 98.5 159.3 48.2 383.6 63.4 132.6

令和５(2023)年１月 185.6 187.1 95.5 114.1 123.1 248.3 139.4 520.1 59.7 139.8

２月 156.8 157.6 93.5 109.7 120.7 231.5 51.0 448.3 51.6 122.0

３月 142.9 143.7 80.8 102.7 89.9 129.8 28.7 408.8 54.1 86.2

４月 173.0 174.0 93.6 121.1 113.0 275.6 35.6 452.1 92.1 200.6

５月 176.1 176.9 103.8 113.9 106.2 287.4 42.7 366.8 104.9 172.6

６月 157.0 157.5 97.2 104.8 111.2 185.8 36.0 449.9 77.8 88.1

前年同月比(%) ▲ 23.0 ▲ 23.5 8.5 14.7 14.2 ▲ 1.3 77.3 114.1 112.0 21.7

季節調整済指数

令和４(2022)年６月 210.3 212.4 90.5 92.4 109.0 162.3 44.2 214.8 49.4 121.9

７月 184.0 185.4 90.7 106.8 113.6 168.0 40.3 215.6 46.7 112.6

８月 258.0 261.6 88.0 96.7 114.6 203.2 52.4 233.6 52.0 107.9

９月 261.2 264.7 92.5 108.4 111.0 161.1 51.7 256.5 53.7 118.1

10月 224.5 226.6 91.6 108.0 136.6 200.1 47.4 291.8 49.9 118.2

11月 216.4 218.3 87.5 107.1 111.5 124.7 52.6 335.7 52.0 126.8

12月 205.9 207.7 91.8 110.5 112.3 164.6 50.6 371.7 61.3 130.8

令和５(2023)年１月 165.1 166.3 91.3 108.6 99.1 238.3 83.0 446.0 49.7 116.5

２月 152.2 152.9 84.7 109.7 108.7 254.3 52.9 427.6 45.5 117.5

３月 164.0 165.1 98.0 107.2 94.7 164.3 32.9 433.2 66.7 129.3

４月 185.6 186.8 95.5 129.5 121.3 285.1 29.6 490.8 89.2 161.5

５月 133.8 134.1 87.1 110.1 100.5 320.9 41.7 330.3 121.3 163.6

６月 162.0 162.5 98.2 106.0 124.5 160.2 78.5 460.0 104.7 148.3

前月比(%) 21.1 21.2 12.7 ▲ 3.7 23.9 ▲ 50.1 88.2 39.3 ▲ 13.7 ▲ 9.4

業種分類別在庫率指数

鉱工業
製造工業

鉄鋼業
非鉄金属

工　業
金属製品

工　業
汎用機械

工　業

業種分類
業務用機械

工　業

電子部品・
デバイス
工　業

電気機械
工　業

生産用機械
工　業
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平成27(2015)年＝100

1106.7 319.5 805.2 906.8 334.8 804.9 734.4 225.4 ウエイト

100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 平成27(2015)年

114.1 111.8 97.9 97.9 115.2 122.2 105.7 121.5 28(2016)年

75.2 95.0 101.1 91.8 126.2 156.9 96.5 129.5 29(2017)年

216.4 102.6 102.9 91.3 122.8 186.9 105.6 126.0 30(2018)年

183.4 115.8 103.7 99.9 97.9 226.3 107.9 114.8 令和元(2019)年

174.0 108.0 113.0 100.6 84.1 355.5 125.5 118.7 ２(2020)年

207.8 100.7 106.1 109.1 86.9 399.2 103.3 120.5 ３(2021)年

897.2 102.1 116.8 119.3 84.9 466.5 107.3 126.5 ４(2022)年

原    指    数

811.0 96.9 101.4 110.5 90.2 468.3 117.1 113.0 令和４(2022)年６月

625.7 106.4 115.2 110.8 68.8 430.1 119.3 126.6 ７月

1416.7 110.5 133.4 125.3 101.0 311.6 106.9 134.0 ８月

1139.3 101.2 110.1 115.6 79.3 410.7 109.5 123.8 ９月

973.7 100.7 112.0 128.4 81.6 358.2 113.4 118.3 10月

625.8 102.7 108.8 124.6 85.0 302.1 109.1 114.3 11月

364.1 111.5 134.3 125.1 95.6 376.3 109.5 112.3 12月

290.7 116.6 151.1 143.6 99.4 427.9 124.2 123.5 令和５(2023)年１月

152.7 123.6 151.3 138.6 95.1 429.0 120.2 122.6 ２月

165.4 107.6 120.4 121.0 95.0 496.5 82.9 105.7 ３月

185.3 144.1 128.1 129.8 81.2 480.9 112.0 128.8 ４月

206.9 150.8 133.6 133.9 83.5 497.0 160.3 142.2 ５月

168.8 151.2 126.1 121.7 72.4 517.6 137.1 134.7 ６月

▲ 79.2 56.0 24.4 10.1 ▲ 19.7 10.5 17.1 19.2 前年同月比(%)

季節調整済指数

629.7 99.1 107.0 114.9 90.9 471.1 107.2 116.4 令和４(2022)年６月

406.4 104.6 123.5 120.2 58.8 475.2 109.0 120.3 ７月

1512.6 101.9 124.5 126.6 93.6 339.7 95.3 118.7 ８月

1203.1 104.3 120.9 116.4 86.7 524.0 109.2 121.7 ９月

1062.9 107.6 124.0 130.8 83.6 305.0 114.9 126.3 10月

938.7 105.0 114.7 124.6 90.6 333.6 114.1 125.3 11月

614.6 110.3 122.9 126.0 92.9 455.9 116.8 122.9 12月

270.1 114.8 125.5 129.9 94.4 369.6 122.8 112.7 令和５(2023)年１月

236.3 125.6 132.2 129.8 94.2 383.0 129.6 121.6 ２月

221.8 114.1 136.9 123.9 109.5 487.7 115.7 114.4 ３月

250.3 150.5 134.3 131.9 85.9 505.3 125.0 132.5 ４月

109.4 133.2 131.8 130.2 81.7 407.1 126.4 134.5 ５月

131.1 154.7 133.1 126.5 72.9 520.7 125.5 138.7 ６月

19.8 16.1 1.0 ▲ 2.8 ▲ 10.8 27.9 ▲ 0.7 3.1 前月比(%)

窯業・
土石製品

工　業

業種分類別在庫率指数

鉱　業輸送機械
工　業

業種分類
化学工業

プラスチック
製品工業

パルプ・紙・
紙加工品

工　業

食料品・
たばこ
工　業

その他工業
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特殊分類別生産指数

ウエイト 10000.0 6648.9 2064.1 1340.0 724.1 4584.8 1849.9 2734.9 3351.1 2995.2 355.9

平成27(2015)年 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0

28(2016)年 98.8 99.0 93.9 91.7 98.0 101.3 99.1 102.7 98.5 98.3 100.1

29(2017)年 100.8 98.9 103.7 101.5 107.9 96.8 87.1 103.3 104.6 104.7 103.4

30(2018)年 97.9 93.8 99.7 96.0 106.6 91.2 78.7 99.6 106.0 105.6 108.7

令和元(2019)年 95.4 92.4 91.5 86.7 100.4 92.7 64.1 112.2 101.5 100.5 109.3

２(2020)年 88.7 86.8 90.8 88.8 94.6 85.0 53.0 106.6 92.5 91.9 97.4

３(2021)年 92.4 87.8 98.4 100.1 95.2 83.1 51.0 104.9 101.3 101.2 102.6

４(2022)年 92.9 88.3 95.0 94.1 96.8 85.3 50.4 109.0 102.1 102.2 101.2

原    指    数

令和４(2022)年６月 98.7 94.9 105.3 108.9 98.7 90.2 66.3 106.4 106.4 106.4 105.7

７月 100.5 98.4 96.0 95.0 97.9 99.5 62.4 124.6 104.8 104.5 106.7

８月 85.3 79.6 96.9 98.7 93.4 71.8 34.3 97.1 96.8 97.8 89.0

９月 98.7 93.3 105.5 106.7 103.4 87.8 44.1 117.3 109.5 110.0 105.1

10月 93.6 89.5 87.8 80.9 100.5 90.3 49.2 118.1 101.6 101.2 104.6

11月 95.8 91.5 91.3 84.4 104.1 91.5 63.2 110.7 104.4 104.1 106.8

12月 97.6 94.5 100.7 99.9 102.2 91.7 54.4 117.0 103.6 104.2 99.0

令和５(2023)年１月 81.0 76.0 82.8 79.1 89.5 73.0 47.2 90.3 91.0 91.9 83.5

２月 91.9 89.5 88.9 88.0 90.5 89.8 52.7 114.9 96.6 97.0 92.6

３月 101.4 98.3 106.1 110.2 98.4 94.9 68.3 112.8 107.4 108.0 102.1

４月 92.0 89.0 82.2 79.4 87.4 92.1 62.2 112.4 98.0 97.8 99.6

５月 90.9 90.5 82.0 81.8 82.4 94.3 65.5 113.8 91.7 92.1 88.6

６月 101.0 99.6 88.8 91.2 84.6 104.5 79.0 121.7 103.7 104.9 93.7

前年同月比(%) 2.3 5.0 ▲ 15.7 ▲ 16.3 ▲ 14.3 15.9 19.2 14.4 ▲ 2.5 ▲ 1.4 ▲ 11.4

季節調整済指数

令和４(2022)年６月 92.4 86.8 97.2 96.4 98.1 82.5 48.1 105.6 102.0 102.1 104.3

７月 94.4 89.6 93.3 90.1 99.8 89.8 51.4 116.6 103.4 103.3 103.3

８月 92.7 86.0 97.1 95.4 100.0 78.6 42.4 104.4 106.7 107.8 100.6

９月 96.2 90.7 94.9 92.2 99.5 88.8 52.8 112.3 105.1 105.6 101.8

10月 94.4 90.7 90.3 87.8 96.8 89.1 56.0 110.8 101.8 102.7 97.7

11月 93.7 91.3 95.5 93.2 98.2 89.3 61.2 108.1 100.3 100.3 99.8

12月 97.4 94.1 98.5 97.7 99.5 93.6 59.1 118.2 104.2 104.5 96.3

令和５(2023)年１月 89.5 87.2 96.5 96.6 95.1 85.5 56.5 101.1 95.4 95.5 94.7

２月 94.2 93.0 91.6 91.4 92.3 94.2 58.0 119.3 97.1 97.3 96.7

３月 91.2 88.5 90.9 91.6 87.6 87.5 62.6 104.1 97.9 98.2 96.0

４月 93.4 91.5 89.6 88.5 92.1 90.2 60.6 109.3 97.2 97.9 93.6

５月 96.2 94.2 88.7 89.5 90.7 96.1 61.0 123.7 99.5 98.7 98.8

６月 94.5 91.1 82.0 80.7 84.1 95.6 57.3 120.8 99.5 100.6 92.5

前月比(%) ▲ 1.8 ▲ 3.3 ▲ 7.6 ▲ 9.8 ▲ 7.3 ▲ 0.5 ▲ 6.1 ▲ 2.3 0.0 1.9 ▲ 6.4

非耐久
消費財

投資財
最   終
需要財

鉱工業
耐   久
消費財

平成27（2015）年＝100

特殊分類 その他用
生 産 財

消費財建設財資本財
生産財 鉱工業用

生産財
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    特殊分類別出荷指数

ウエイト 10000.0 6709.7 1772.0 1178.5 593.5 4937.7 2143.8 2793.9 3290.3 3046.9 243.4

平成27(2015)年 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0

28(2016)年 99.2 99.9 97.0 95.7 99.6 100.9 102.2 99.9 97.8 97.4 103.4

29(2017)年 100.6 98.5 104.2 102.7 107.2 96.4 90.8 100.7 105.0 104.5 110.5

30(2018)年 95.9 91.6 100.5 97.6 106.2 88.4 74.7 99.0 104.7 103.8 116.8

令和元(2019)年 93.5 89.9 91.2 86.6 100.4 89.5 61.2 111.2 100.7 99.4 117.0

２(2020)年 87.9 85.3 91.2 90.7 92.2 83.2 56.2 103.9 93.3 92.3 105.8

３(2021)年 92.0 87.2 101.0 104.7 93.8 82.3 55.7 102.6 101.9 101.2 110.5

４(2022)年 93.6 89.4 96.0 96.5 95.0 87.0 62.0 106.1 102.2 101.5 111.1

原    指    数

令和４(2022)年６月 100.0 96.9 107.0 111.4 98.4 93.3 81.8 102.1 106.3 105.5 116.5

７月 103.6 103.3 95.7 95.2 96.6 106.1 86.2 121.3 104.2 102.9 120.6

８月 89.1 84.8 93.9 95.0 91.7 81.5 56.4 100.7 98.0 97.6 102.6

９月 98.6 93.8 104.3 106.8 99.2 90.1 62.0 111.6 108.2 107.8 113.9

10月 93.6 90.4 90.7 87.1 98.0 90.3 53.9 118.2 100.1 98.7 117.7

11月 96.3 92.2 91.9 87.2 101.3 92.3 69.5 109.8 104.6 103.8 115.2

12月 98.4 97.1 102.7 104.9 98.3 95.1 70.6 113.9 101.1 100.8 104.9

令和５(2023)年１月 82.3 78.9 84.4 83.1 86.9 76.9 58.6 90.9 89.2 89.2 88.9

２月 93.2 92.4 92.6 94.3 89.1 92.3 67.6 111.3 94.9 94.8 96.7

３月 104.1 101.6 112.3 120.5 96.1 97.8 87.2 105.8 109.4 108.9 115.4

４月 92.0 90.1 84.1 84.0 84.4 92.2 65.9 112.3 95.9 95.2 105.5

５月 93.0 93.5 84.1 85.8 80.8 96.9 77.7 111.7 91.9 91.6 95.4

６月 106.2 108.0 88.4 90.9 83.6 115.1 107.0 121.3 102.4 102.4 101.8

前年同月比(%) 6.2 11.5 ▲ 17.4 ▲ 18.4 ▲ 15.0 23.4 30.8 18.8 ▲ 3.7 ▲ 2.9 ▲ 12.6

季節調整済指数

令和４(2022)年６月 93.9 88.6 100.9 100.8 97.7 85.2 60.9 102.5 102.2 101.1 116.3

７月 96.8 96.0 93.8 92.0 97.8 97.3 70.1 113.8 102.8 101.7 115.9

８月 93.1 87.1 94.7 94.2 97.7 82.3 60.1 103.2 105.5 104.8 113.4

９月 94.1 86.4 94.8 94.8 96.6 84.1 63.9 104.5 104.7 104.3 110.0

10月 96.4 93.0 92.8 91.9 94.1 93.0 62.9 114.8 101.9 101.3 105.6

11月 94.6 92.1 94.4 93.1 95.4 91.1 69.2 107.6 101.4 101.1 105.0

12月 96.1 94.2 97.2 97.5 96.6 93.1 71.9 109.1 100.4 100.1 104.4

令和５(2023)年１月 91.4 89.8 101.1 106.6 92.7 85.8 71.6 98.9 95.2 94.1 107.3

２月 97.9 99.2 95.0 97.7 90.3 101.2 76.9 120.2 96.3 96.0 102.4

３月 93.8 92.2 97.0 101.4 86.9 90.5 75.1 100.7 98.5 97.9 104.9

４月 95.0 95.3 88.7 90.0 87.4 97.0 76.8 109.9 94.9 94.6 101.7

５月 100.8 102.1 92.5 94.7 88.6 106.9 86.5 123.4 99.1 98.5 108.7

６月 99.7 98.7 83.4 82.2 83.0 105.1 79.6 121.8 98.4 98.2 101.6

前月比(%) ▲ 1.1 ▲ 3.3 ▲ 9.8 ▲ 13.2 ▲ 6.3 ▲ 1.7 ▲ 8.0 ▲ 1.3 ▲ 0.7 ▲ 0.3 ▲ 6.5

鉱工業用
生産財

その他用
生 産 財資本財 建設財

耐   久
消費財

非耐久
消費財

生産財投資財 消費財
鉱工業 最   終

需要財

平成27（2015）年＝100

特殊分類
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特殊分類別在庫指数

ウエイト 10000.0 5342.2 2052.0 1656.0 396.0 3290.2 1915.0 1375.2 4657.8 4418.9 238.9

平成27(2015)年 91.2 85.7 86.9 83.0 103.2 85.0 78.4 94.0 97.6 98.7 76.6

28(2016)年 92.1 89.5 62.2 54.0 96.1 106.6 94.1 123.9 95.1 95.4 89.6

29(2017)年 95.1 94.1 62.4 53.7 98.9 113.9 92.5 143.7 96.2 97.3 75.7

30(2018)年 94.7 89.2 56.2 43.2 110.8 109.8 83.4 146.6 101.1 101.4 94.5

令和元(2019)年 95.3 89.7 57.1 46.8 100.2 110.1 70.3 165.5 101.8 101.5 106.3

２(2020)年 100.4 106.2 62.3 55.6 90.1 133.6 93.2 189.9 93.8 94.3 83.1

３(2021)年 119.8 134.4 85.7 83.7 94.2 164.8 116.0 232.8 103.0 103.6 90.9

４(2022)年 140.9 169.7 98.6 100.1 92.1 214.1 207.8 222.8 107.9 109.1 86.5

原    指    数

令和４(2022)年６月 144.3 178.4 85.9 85.7 86.7 236.1 216.5 263.3 105.1 105.9 91.0

７月 141.4 169.6 91.6 93.0 85.5 218.3 200.1 243.6 109.0 110.1 88.5

８月 135.9 162.6 99.4 102.6 85.9 202.0 206.5 195.6 105.2 106.5 81.2

９月 148.4 185.5 104.1 107.6 89.2 236.3 237.3 234.9 105.8 106.9 85.2

10月 153.0 192.6 99.1 101.5 89.1 250.8 271.0 222.7 107.6 109.3 77.6

11月 155.7 198.5 100.5 103.7 87.0 259.6 292.6 213.5 106.6 108.0 80.0

12月 140.9 169.7 98.6 100.1 92.1 214.1 207.8 222.8 107.9 109.1 86.5

令和５(2023)年１月 134.1 155.5 103.8 106.8 91.1 187.7 165.4 218.9 109.7 110.5 95.3

２月 135.2 155.4 102.5 105.5 89.8 188.3 146.8 246.2 112.1 112.3 108.7

３月 139.7 166.9 93.5 94.6 88.9 212.7 159.3 287.0 108.5 108.8 102.4

４月 148.0 180.6 97.5 98.9 92.0 232.3 193.1 286.9 110.7 111.0 106.2

５月 157.8 197.8 103.5 105.3 96.1 256.6 217.9 310.5 112.0 112.2 106.6

６月 155.6 193.6 99.0 100.8 91.3 252.5 210.4 311.2 112.1 112.5 104.5

前年同月比(%) 7.8 8.5 15.3 17.6 5.3 6.9 ▲ 2.8 18.2 6.7 6.2 14.8

季節調整済指数

令和４(2022)年６月 136.3 162.9 87.6 87.0 88.4 209.8 179.1 251.1 103.7 104.3 86.9

７月 130.8 150.6 88.9 89.1 86.0 192.1 161.4 232.7 107.7 109.2 83.5

８月 137.6 165.1 96.3 98.1 86.5 206.5 211.5 196.2 106.7 108.8 79.1

９月 154.9 198.3 102.4 107.0 87.9 254.3 264.6 247.7 107.6 109.3 79.3

10月 154.3 194.1 97.2 99.2 87.2 254.5 285.0 221.8 109.0 110.4 81.6

11月 157.6 204.2 99.6 102.7 86.9 270.1 307.6 221.9 107.1 107.8 90.0

12月 150.2 187.9 101.1 103.7 91.1 241.3 257.2 229.9 108.3 109.1 93.0

令和５(2023)年１月 135.3 159.8 101.6 104.2 90.1 195.0 172.4 226.7 107.5 108.6 91.6

２月 135.6 158.5 102.8 105.8 89.6 196.1 161.1 247.4 110.1 110.5 104.0

３月 144.4 174.4 95.3 98.4 90.8 222.5 184.6 282.0 110.7 110.6 110.4

４月 148.9 180.4 100.1 101.9 92.8 229.8 189.3 281.4 111.1 111.2 106.9

５月 150.3 182.9 106.1 106.9 96.4 231.4 177.9 304.8 111.0 111.2 104.0

６月 147.0 176.7 101.0 102.3 93.1 224.4 174.0 296.8 110.6 110.8 99.8

前月比(%) ▲ 2.2 ▲ 3.4 ▲ 4.8 ▲ 4.3 ▲ 3.4 ▲ 3.0 ▲ 2.2 ▲ 2.6 ▲ 0.4 ▲ 0.4 ▲ 4.0

非耐久
消費財

消費財資本財
生産財投資財

その他用
生 産 財

鉱工業用
生産財

耐   久
消費財

平成27（2015）年＝100

特殊分類 最   終
需要財

鉱工業

建設財
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特殊分類別在庫率指数

ウエイト 10000.0 5342.2 2052.0 1656.0 396.0 3290.2 1915.0 1375.2 4657.8 4418.9 238.9

平成27(2015)年 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0

28(2016)年 104.2 109.8 89.2 87.8 95.1 122.6 127.0 116.5 97.9 97.1 112.4

29(2017)年 97.5 103.1 77.3 73.5 93.7 119.1 103.7 140.5 91.1 91.9 76.4

30(2018)年 114.8 133.1 71.0 65.1 95.3 171.9 181.2 158.9 93.8 93.5 99.1

令和元(2019)年 120.5 136.7 77.5 70.8 105.6 173.6 173.7 173.5 102.0 102.2 98.9

２(2020)年 133.7 160.3 85.1 79.3 109.4 207.2 176.3 250.1 103.2 102.6 114.3

３(2021)年 138.9 171.8 85.2 83.3 93.5 225.7 189.4 276.4 101.3 102.1 86.2

４(2022)年 225.9 328.2 103.9 105.8 96.0 468.1 580.1 312.2 108.5 110.1 78.5

原    指    数

令和４(2022)年６月 203.8 292.1 82.9 81.7 88.0 422.6 501.2 313.2 102.6 104.0 76.1

７月 184.5 247.9 98.7 99.8 94.0 341.0 382.3 283.5 111.8 113.8 74.7

８月 274.3 416.1 134.6 143.7 96.7 591.7 849.8 232.1 111.7 113.2 83.5

９月 241.2 359.4 102.8 104.3 96.6 519.4 693.5 277.1 105.6 107.1 77.3

10月 236.5 343.4 101.6 103.6 93.2 494.2 673.8 244.0 113.9 116.3 69.3

11月 190.6 262.6 117.5 123.3 93.2 353.2 453.4 213.5 107.9 109.9 71.0

12月 169.1 215.7 110.5 113.5 97.6 281.3 295.0 262.1 115.7 117.1 88.9

令和５(2023)年１月 185.6 236.4 176.6 193.4 106.5 273.8 258.9 294.4 127.3 128.5 105.7

２月 156.8 185.7 128.1 133.0 107.6 221.7 169.5 294.4 123.6 124.0 116.0

３月 142.9 179.2 94.1 92.0 102.7 232.3 160.7 332.0 101.1 102.0 84.8

４月 173.0 216.7 132.6 134.9 123.2 269.2 233.6 318.8 122.9 124.0 102.8

５月 176.1 215.0 131.7 133.4 124.8 267.0 220.5 331.7 131.5 132.7 109.6

６月 157.0 186.1 105.3 103.7 112.0 236.5 166.5 333.9 123.7 124.9 100.9

前年同月比(%) ▲ 23.0 ▲ 36.3 27.0 26.9 27.3 ▲ 44.0 ▲ 66.8 6.6 20.6 20.1 32.6

季節調整済指数

令和４(2022)年６月 210.3 300.7 102.1 107.1 88.6 417.9 467.4 315.7 104.4 106.4 72.8

７月 184.0 236.6 104.2 106.9 94.7 321.6 284.6 301.9 114.9 117.7 73.0

８月 258.0 391.3 111.0 114.7 92.0 573.0 935.1 245.2 108.1 110.2 71.9

９月 261.2 406.3 109.7 114.2 95.6 591.4 753.0 348.0 109.0 110.9 76.6

10月 224.5 314.1 105.6 106.7 97.2 449.5 611.4 217.5 115.8 117.4 83.0

11月 216.4 307.7 110.9 113.0 99.0 437.8 564.9 234.7 110.9 112.0 89.2

12月 205.9 284.2 113.2 114.8 99.4 396.4 455.3 307.3 114.1 114.5 90.6

令和５(2023)年１月 165.1 207.3 137.3 143.0 101.2 247.0 245.4 256.2 115.1 116.8 85.4

２月 152.2 186.9 130.8 138.0 104.4 220.7 208.8 262.1 117.4 118.0 108.8

３月 164.0 208.2 111.0 113.2 107.0 268.5 223.2 336.9 115.6 115.7 113.7

４月 185.6 232.4 136.2 139.3 127.8 290.4 236.5 332.5 128.5 129.7 107.2

５月 133.8 155.1 127.8 131.0 117.2 180.7 136.6 276.0 121.6 123.1 94.8

６月 162.0 191.6 129.7 136.0 112.8 233.9 155.3 336.6 125.9 127.8 96.6

前月比(%) 21.1 23.5 1.5 3.8 ▲ 3.8 29.4 13.7 22.0 3.5 3.8 1.9

鉱工業用
生産財

その他用
生 産 財

耐   久
消費財

非耐久
消費財

投資財 消費財資本財 建設財

平成27（2015）年＝100

生産財特殊分類 鉱工業 最   終
需要財
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問い合わせ先 

栃木県生活文化スポーツ部統計課産業統計担当 

電話   ０２８（６２３）２２５０（直通） 

E-mail  tokeika@pref.tochigi.lg.jp 

 

◆◇「とちぎの統計情報」（栃木県ホームページ内）◇◆ 

https://www.pref.tochigi.lg.jp/c04/pref/toukei/toukei/top.html 
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